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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（植木弘行君） おはようございます。 

  散会前に引き続き本日の会議を開きます。 

  ただいまの出席議員は28名であります。８番、

東泉富士夫君より欠席する、11番、木下幸英君、

29番、齋藤寿一君より遅刻する旨の届け出があり

ます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（植木弘行君） 本日の議事日程はお手元に

配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（植木弘行君） 日程第１、市政一般質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 磯 飛   清 君 

○議長（植木弘行君） 初めに、７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 皆さん、おはようございま

す。 

  ７番、磯飛清です。本日の一般質問の登壇者は

通常より多い５名がエントリーされておりますの

で、簡潔に進むよう努めたいと考えております。 

  在任４年間の一般質問登壇の中で、初めてトッ

プバッターを務めさせていただき、光栄に思って

いるところであります。 

  １番の権限を利して、質問に入る前に一言申し

上げさせていただきます。 

  栗川市長におかれましては、２期目のご就任、

おめでとうございます。お祝いに、一句書きとめ

させていただきます。「重心低く、目線も低く、

牛歩のごとく着実に」、ことしのえとは牛であり

ます。 

  折しも世界同時不況の中での市政運営であり、

着実な運営が望まれているところであります。ま

た、市長は常に市民の目線での理念を貫く市長の

市政にぴったりな句ではないかと自画自賛してい

る句を送らせていただき、通告書に基づき１回目

の質問をいたします。 

  １、公民館機能について。 

  当質問は、平成19年６月定例議会において提案

をさせていただいておりますが、再確認の意味を

含めて質問するものであります。 

  公民館は、地域住民にとって最も身近な公共施

設であり、同時にまちづくりの拠点でもあります。 

  高齢者や勤労者の利便性向上、既存の情報シス

テムの有効な活用、さらには地域の活性化の一環

として、公民館における新たな行政サービスの導

入についての考えを伺うものであります。 

  ①公民館における支所的機能、窓口業務の開設

などについて、基本的な考え、計画をお伺いいた

します。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ７番、磯飛清議員の質問に

お答えをいたします。 

  公民館の機能、あり方に関しましてのご質問に

お答えをいたします。 

  基本的な考え方といたしましては、公民館など

の身近な公共施設を活用し、住民サービスの向上
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を図ってまいりたいと考えておりまして、平成21

年度には鍋掛、南の両公民館で住民票や印鑑証明

書などを発行するモデル事業を実施すべく、当初

予算に必要経費を計上したところでございます。 

  なお、公民館が担う機能や業務の配分などにつ

きましては、モデル事業の検証結果や住民の利便

性、行政組織の効率化などの観点から、さらに研

究、検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ただいまの答弁の中に来年

度、21年度中にモデル事業として、南公民館、鍋

掛公民館の２館が選定されたわけでありますが、

この２館が選定された理由についてお聞かせをい

ただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 公民館におけるモデル

事業の２館の選定の理由と、こういうことなんで

すけれども、公民館15館ございますけれども、今

回につきましては、モデルで行うということもあ

りまして、本庁、支所、出張所から距離がある程

度離れているといいますか、遠いところの公民館、

こういう形で２館を選定させていただいたという

のが主な理由であります。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 一応、現在の窓口を預かっ

ている本庁、支所、あるいは出張所から距離が遠

いということが選定の理由になっているかと思い

ます。 

  西那須地区の南公民館は、特に近隣に大勢の勤

労者を抱える野崎工業団地があります。就労者の

利便性の向上が期待されるところでもあります。 

  19年の６月の質問のときにも若干述べさせてい

ただきましたが、公民館における窓口業務を開設

しております先進事例として、県内の鹿沼市が14

カ所の公民館。鹿沼市は公民館と呼ばずコミュニ

ティーセンターという名称で開設しておりますが、

鹿沼の事例を見ますと、鹿沼は14カ所開設してい

るということなんですが、その中でも鹿沼工業団

地に所在しております北犬飼コミュニティーセン

ターというところがありますが、その利用率、こ

れが他の公民館と比べて群を抜いている事例があ

ります。 

  一例を挙げてみますと、印鑑証明の交付状況、

これはほかの公民館が年間おおむね300件から

1,500件発行しているところなんですが、この工

業団地に所在している公民館では、年間4,700件

の発行事例が鹿沼市の市政年報に記されておりま

す。そのようなことから、南公民館に近い野崎工

業団地に勤めている方の利用が期待されます。 

  野崎工業団地はご存じのように、所在は大田原

市でありますが、勤労者の約40％の方は本市の在

住の市民であると言われております。ですから、

相当な数の方が、那須塩原市の市民が野崎工業団

地の企業に勤め、お昼休み等を利用して南公民館

での窓口というか、証明書の発行等で利用するの

ではないかと期待しております。 

  また一方、鍋掛公民館においては、エリア的に

世帯数、あるいは先ほど答弁の中の遠距離である

という条件をかんがみますと、試行条件としては

おのおのの特長あるエリア、公民館を選定したの

ではないかと思っております。 

  特徴ある条件の中で、試行の状況を検証しなが

ら見守っていきたいと思っております。 

  せっかく試行するのでありますから、この事業

の内容等の市民に対する周知、ＰＲ等には、執行

サイドの、あるいは我々もＰＲに努めていきたい

と考えております。 

  そのような中で、住民票、印鑑証明などを発行

するモデル事業ということでありますが、印鑑証
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明、住民票のほかに対応できる証票類の発行はど

のようなものがあるかお知らせください。また、

どのようなシステムでこの事業、発行等を行うか

も、あわせてお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） まず、現在考えており

ます発行する証明書等の関係ですけれども、今、

議員のほうからお話がありました住民票の写し、

印鑑証明はもちろんなんですけれども、そのほか

戸籍の関係、それと、税のほうでも所得証明とか

評価証明等の想定はしているんですが、いろいろ

内部的にも若干詰めなくてはならない部分もあり

ますので、詳細については、決まり次第、またお

知らせを申し上げますけれども、そのような形で

市民課、それから税部分ですね。こちらの関係で、

できるだけのものを発行していきたいと、こうい

う希望的なことで今後詳細を詰めたいと、こんな

ふうに考えております。 

  それから、やり方なんですけれども、これにつ

きましては、公共ネットワークシステムがおかげ

さまで全部整備されておりますので、これを活用

いたしまして、端末をそれぞれの公民館に設置を

いたしまして、先ほど申し上げましたもののデー

タを送って、そういう打ち出しをそれぞれの公民

館ですると。簡単に言いますと、そのようなやり

方を考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ということは、端末を利用

してということでありますが、自動交付機等々の

設置なども考えておられるのでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 自動交付機につきまし

ては、これも新年度予算で本庁、西那須野支所に

設置してあるものを時間を延長して、市民の皆さ

んによりよく活用していただこうということで、

事務室内にあるものを外に出すと、こういうこと

で21年度、対応したいと考えておりまして、その

ほかにつきましては、現在のところ、増設をして

いくという考えは持っておりません。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） このモデル事業に関しまし

ては、勝手な考え、自分の想像としては、自動交

付機を公民館に設置するのかなと思っておったん

ですけれども、今のご答弁でいきますと、交付機

は設置しないで、端末を利用して職員等が対応す

る形になるかと思いますが、従来の公民館の業務

のほかに今回の事業が追加されるわけであります

が、従来の仕事より仕事がふえるという状況にな

ると思います。 

  そのような中で、人員体制はどのようにお考え

になっているかお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） 今回の試行が21年度

の２月、22年に入ってからということになります

ので、人員体制については、この事務に関して特

別の手当てをしてスタートするという考えは持っ

ておりません。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） そうしますと、仕事量がふ

えるということで、職員の方も従来よりは忙しく

なるという状況になると思いますが、現状の組織

上、公民館は教育部局に属しておりますが、この

事業試行は教育部局が窓口業務を担当するという

ことになるのでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 仕事の教育委員会と市

長部局ということでの進め方ですけれども、大き

く二通りのやり方があると思うんですけれども、

１つは、辞令的なもので兼務をさせるというやり
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方もあるかと思いますけれども、これにつきまし

ては、本市ではまだこういった例がございません。 

  もう一つの方法といたしまして、市長の権限に

属する事務の委任及び委員会等との間における事

務の補助執行に関する規則というのがございまし

て、その附則の中で教育委員会等の事務局職員に

市長の事務の一部を補助執行させると、こういう

ことができることになってございます。 

  現在でも、例えばこの今申し上げましたような

やり方でいきますと、市長の激励費の支給なんか

も、実はこの規定でやっておりますし、細かいと

ころでは、塩原庁舎の職員の数の問題で、教育委

員会職員に日直業務をさせると、これもあります。

逆に言いますと、教育委員会からの事務の一部を

市長部局の職員に補助執行させると、これもあり

ます。これはご案内のように、小中学校の転入学

の届け出の受付事務がこれに該当します。こうい

うやり方でやっていくような方向で、現在考えて

おります。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 今、私が質問したのは、一

般的には行政、あるいはもっと砕いて言えば、市

役所の仕事は縦割りで自分の部局、あるいは担当

課以外の仕事はしないという見方をされている中

で、今回、今ご説明がありましたような取り組み

の中で従来の担当部局以外の業務を行うというこ

とは、大変これからの行政運営あるいは人員、組

織体系、そういった中で画期的な取り組みではな

いかと思います。 

  これからも財政も厳しくなる中での有効な人材

の活用、あるいは組織の活用、そういった取り組

みの一例になるということを期待しております。 

  それでは、ちょっと具体的な質問になりますが、

ただいま、試行開始の予定が22年２月ごろを目途

にという答弁がありましたが、事業開始まで随分

時間がかかると思います。そのような時間がかか

る理由と、設置までの期間が短縮できないか、そ

の辺の状況、お考えをお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 運用開始が22年２月１

日を目標にということで現在進めようというスケ

ジュールにしております。 

  この事務を進めるのに、先ほど申し上げました

が、いろいろ証明書等々を選定していくといいま

すか、厳選していく中で、それぞれ市民課にしま

しても、税務にしましても、４、５、６と忙しい

時期ですので、それらの時期を過ぎてから内部的

な打ち合わせをしていくと。それで、何とか端末

を設置してテスト的にいろいろやってみる。こう

いう期間も含めますと、若干余裕は持ったスケジ

ュールにはなりますけれども、22年２月にスター

トできれば、その年の忙しい３月、４月の異動時

期等々で、こういった証明書等の数も求められる

方も多分多くなると思いますし、例えば職員がそ

の中で異動をされてもスムーズに引き継ぎができ

ると、こういうことも考え合わせまして、２月１

日というのを目標にしようということで設定をし

ておりますので、これを早めるかどうかというの

は、早めても１カ月ぐらいだと思いますので、そ

の辺については今後詰めてまいりますけれども、

一応そのようなスケジュールで進めたいと基本的

には思っております。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） この事業については、先ほ

ど来申し上げておりますが、住民の、利用者の利

便性の向上にとどまらず、本市が取り組むこれか

らの地域づくり、まちづくりに対する市民の認識

というか、見方、これが高まってくると思います。 

  従来、公民館は教育の場であるというような認

識から、公民館でも行政の窓口の一部に対応して
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いくんだというような市民の見方も変わってくる

ことが期待されますので、そういった観点から、

せっかくの画期的な事業でありますので、できる

だけ早くという願望を持って今質問をさせていた

だいたわけであります。 

  このモデル事業のモデルとして、箒根出張所、

こちらが合併前より旧塩原町の地域的な、地理的

な事情から箒根出張所が開設されて運営されてい

るわけでありますが、箒根出張所の所在するとこ

ろの箒根地区の世帯数、それと人口はどのくらい

あるか、ご参考までにお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 平成20年度４月１日現

在での数字なんですけれども、一応私どものほう

でつかんでいる資料では、世帯数は約1,870世帯

ということで、人口は約5,600人、このような数

字だと思っております。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） なぜそのような質問を参考

までにということでお聞きしたかと言いますと、

今回のモデル、公民館等のある南公民館は、自治

会で言いますと、１区町、２区町、それと二つ室

区の一部が南地区、南公民館のエリアとなってお

ります。そこの世帯数と比較をしてみたいなとい

うことでお尋ねしたわけであります。 

  人口、世帯数からいくと、南地区のほうがほぼ

同等であるかと思います。そのような中で、今後

このモデル事業を通して、将来的には箒根出張所

のような機能まで発展させていくのかどうか比較

してみたいなと思ったわけであります。 

  試行２館の利用状況、実績を検証してからにな

るとは思いますが、今後、全市的な構想としては

どのように考えているか。また、公民館の窓口業

務も、出張所機能まで拡大して初めて効果が上が

るものと思われます。今後の構想を含めてお考え

をお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） まず最初に、市長がご

答弁申し上げましたように、公民館が担う機能と

か業務の範囲、こういったものについて、公民館

のあり方というようなことで今後もモデルにして

いくということですので、基本的には、将来的に

はそのような公民館のあり方というものを公民館

プラス行政センター的なイメージですかね、こん

なものを考えておりますけれども、この検証結果

ということにもなりますけれども、単純にこれを

どんどんどこの公民館にもふやしていくというこ

とにはなかなかなれません。 

  これは業務の公平性等々も図らなければいけま

せんので、現在の本庁とか支所、出張所の窓口体

制との相関関係、こういうこともありますので、

全体的には、そういう中で考えていきたいと。方

向的には、そういう方向で公民館事業というのは

本当はあるべきなんだろうという基本的な考えは

認識しております。 

  それで、あとはその扱う業務の範囲なんですけ

れども、箒根出張所そのものが３人体制なんです

けれども、その中では今申し上げました諸証明の

ほかに、税の関係とか水道料金とか、もろもろ、

もちろん出張所ですのでやっているわけなんです

けれども、この辺でどこまで相談業務までという

ことになると、本当に本庁、支所のそれぞれの窓

口との兼ね合いというものもありますので、その

辺は今回の結果を検証しながら、今後十分に詰め

ていく中でそれらを考えていくと、こういうこと

になろうかと思います。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 最後に、特に今回の質問に

関連しましては、地方の時代が叫ばれておる中で

の地域力の向上には核となり拠点となす公民館の
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充実が欠かすことのできないところであると思っ

ております。 

  当事業は、住民サービスや利便性の向上だけに

とどまらず、地域づくり、まちづくりにもなり得

る事業であるかと期待しております。 

  ご答弁のように検証を通してさらなる研究、検

討を要望しまして、この質問を終わります。 

  次に、２項目めの定年退職する市職員の再雇用

と公民館人事についてお伺いするものであります。 

  中央の政界では、俗に言う霞ヶ関の官僚の天下

りや渡りの問題で政局をかけて議論が取りざたさ

れているところでありますが、官僚の天下りのシ

ステムとは全く異なる再雇用制度のもとでの再雇

用と公民館人事について伺うものであります。 

  豊富な経験と知識・能力を有する定年退職職員

を再雇用することにより、有効な人材活用、さら

には人件費などの経費削減が図られることから伺

うものであります。 

  ①定年退職市職員について、再雇用の基本的な

考え方と平成20年度の再雇用実績を伺います。 

  ②公民館の館長職等に、退職者を配置してはい

かがか、考えをお伺いいたします。 

  ③公民館職員と車座談議のかかわり方について、

現状と考えをお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） それでは、磯飛議員

の２番、定年退職する市職員の再雇用人事につい

て、私のほうからは再雇用の実績、２番の公民館

の館長職等についてお答えを申し上げます。 

  まず、定年退職する市職員の再雇用に関するご

質問にお答えをいたします。 

  市職員の再雇用の目的、これは市では再任用制

度と申しておりますけれども、この職員の定年退

職後の生活を再雇用により支えるということと、

長年培った経験や知識、技術等を有効に発揮して

もらうというものであります。 

  再雇用に当たっては、職の調査を行いまして、

再雇用する職を選択した上で、定年退職者を対象

に希望を募り、選考により決定しているところで

あります。 

  平成20年度、これは平成20年４月１日の実績で

すが、事務職では徴税吏員に１人、１級建築士に

１人、少年指導相談員に１人の合わせて３人、技

能労務職では給食調理員に２人、公民館の用務員

に２人の合わせて４人、合計では７人を採用した

ところであります。 

  次に、公民館の館長職等に退職者を配置しては

どうかとのことでありますが、公民館は住民サー

ビスの最前線となる重要な職場となります。再任

用で公民館長として退職職員を配置する場合は、

現在の再任用の運用では、１日８時間勤務の場合

は週４日、１日６時間勤務の場合は週５日での対

応となってしまいます。 

  今後、再任用の職の拡大を含め、再任用のあり

方について検討課題とさせていただきたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ３点目の公民館職員と

車座談議のかかわりについてご答弁申し上げます。 

  車座談議は、市内15カ所の公民館それぞれが所

管する地域を活動の範囲として事業を展開してお

ります。 

  車座談議を進めるに当たり、各地区６名ずつの

地域担当職員を配置しておりますが、公民館職員

はそのうちの１名として、それぞれの公民館から

推薦されております。 

  市民と行政との協働のまちづくりを進めるため

には、公民館は拠点的な役割を果たすものであり

ます。より住民に密着した身近な施設ということ
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になります。したがいまして、公民館職員は今後

とも車座談議を進めていく上で重要な役割を担う

と考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 再質問をいたします。 

  ①の再雇用の考え方、実績等についてはわかり

ましたが、１点お伺いいたします。 

  20年度の定年退職者は何名になっているでしょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） 20年度と申しますと、

この３月31日で退職する定年退職者は26名ですか。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 26名の方が退職して７名の

方が再雇用ということですので…… 

〔発言する人あり〕 

○７番（磯飛 清君） わかりました。失礼しまし

た。ちょっと年次が違っていたようで大変失礼を

いたしました。 

  それでは、今年度の再雇用というのは、先ほど

の７名というのが今年度再雇用ということでしょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） 20年４月１日。です

から、今年度の初めに再雇用をした人数が合計７

名ということです。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 大変失礼をいたしました。

了解いたします。 

  それでは、②の退職者の配置について再質問を

行います。 

  退職者を公民館に配置する場合、先ほどの答弁

によりますと、再任用という制度のもとで行われ

ているということでありますが、現在の再任用の

規定では、勤務時間的な取り決めの中で、公民館

の館長職のような最前線で住民と向き合う職、も

っと取り上げて言えば、重要な職には配置は難し

いということだと思いますが、この再任用の規定

は改定ができるものなのでしょうかお伺いいたし

ます。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） 再任用の制度は、再

任用の仕方自体に二通りあります。 

  １つは、常勤勤務で週40時間勤務になります。

それから、短時間勤務、先ほどご紹介申し上げま

した市の制度は、この短時間勤務の制度を採用し

ているということであります。 

  常勤勤務になりますと、退職した形にはなりま

すが、再雇用でそのまま定数に入りますし、給料

も、その職につけばその職の級の適時のところに

入れるということで、基本的には今までの職員と

変わらないような待遇、給料は安くなりますけれ

ども、になります。 

  したがいまして、先ほど申し上げました現在の

短時間勤務の勤務の仕方と、公民館長さんの勤務

の仕方で折り合いがつくのかなということが、も

っと仕事してもらってもいいかなというのが本当

のところなものですから、今の制度の中では、再

任用の短時間勤務の制度の中では折り合いはつか

ないだろうと思っています。 

  ですから、別な任用の仕方といったものも含め

て、公民館長さんに非常勤の形で入ってもらう場

合には、再任用ということにこだわらず、いろい

ろな考え方を、手法を考えるべきではないかなと

思っております。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） なぜこのような質問になっ

たかと申しますと、やはり定年退職する職員の方、

これは行政市役所にかかわらず、民間の企業でも
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同じではありますが、長年培った経験や知識、技

術はまさに個人の宝であると同時に、社会の宝で

もあると思っております。 

  公民館は、地域において生涯学習、社会教育の

拠点となっていることは言うまでもありませんが、

教育は百年の大計などと評され、教育の現場は現

在のように発達した情報、電算化の社会の中でも、

その導きのもとは人になっていると思っておりま

す。 

  公民館も開設されて20年、古い公民館では30年

の歴史の中で地域に定着し、各支所、各種の事業

が盛んに展開されており、大変うれしく見守って

おります。 

  地域社会においては、教育や文化の伝道とされ

てきた公民館も、地域社会の情報収集の先端の場

として、教育、文化にとどまらず、先ほど１番目

で質問しましたように、市役所の出先機関や地域

づくりの拠点として、総合的な公民館が要求され

る情勢になってきていると感じております。 

  そのような情勢の中で、館長職においても従来

の公民館の管理者的な職域にとどまらず、情報収

集、あるいは企画能力、あるいは地域住民に理解

を得られる説明力など、すぐれた人材の登用も必

要かと思います。豊富な行政、社会経験を持つ退

職者の登用を提案したわけであります。 

  ここで市長にお伺いいたします。再任用も含め

て、公民館人事についてのご所見をお伺いいたし

ます。 

○議長（植木弘行君） 市長。 

○市長（栗川 仁君） 先ほど部長のほうから答弁

をいたしましたように、再任用という考え方の中

で今の状況でいいかどうかということになります

と、新たな問題があるということでございまして、

今後の任用等については検討していきたいという

ふうに考えておりますし、常勤職の扱いをすれば、

市の定数条例のかかわりもあるということでござ

いますので、十分検討していかなければならない

と思います。 

  さらに、現時点での定年退職者は再任用する考

え方も当然あるわけでございますけれども、新た

な職員もやはり育てていかなければならないとい

う目的もありますので、そういうものを勘案しな

がら、今後検討していきたいというふうに思って

おります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 市長の現時点でのお考えは

よくわかりました。 

  先ほど来、しつこいように申し上げております

が、公民館の位置づけは、今後まちづくりにおい

ても重要な位置づけになってくると思いますので、

これからもそのようなことを含めて検討をしてい

っていただきたいと思います。 

  次に、③の車座談議のかかわり方について再質

問をいたします。 

  15公民館から車座談議に参加している公民館職

員の職制、館長さん、あるいは係長さん等がいる

かと思いますが、車座談議に参加している公民館

の職制をお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 15地区でそれぞれ公民

館の職員が車座談義、今必ず１名になっているわ

けですけれども、そのうち館長が車座談議のメン

バーになっているのが２人、それから館長補佐が

３人、それから公民館の係長が８人、そのほかが

公民館の職員ということになります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ただいまのような公民館職

員の職制の中の方々が談議に参加しているという
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ことであります。栗川市長の１期目の提案という

か、マニフェストということで、談議がこの４年

間進められてきたわけでありますが、今のような

中で、職員の体制の中で特に公民館の職員が参加

している体制の中で、車座談議に参加している職

員の中で、地域の情報を一番把握し、その他その

地域の空気を敏感に感じ取っている公民館職員の

積極的な参加、あるいは提案、発言などは、どの

ように感じ、運営する部局として感じ取っている

か、所感というか見解をお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 私のほうからつぶさに

細かくは情報は収集していないんですけれども、

私もある車座談議のメンバーですので、私のとこ

ろの職員は係長が職員として参加をしておるんで

すけれども、今、議員が申されるように、一番そ

の時点時点での地域の空気といいますか、雰囲気

とか、当然公民館でやっている事業、それから地

域の中での課題とか、こういうものは一番精通し

ているといいますか、実地に精通していますので、

そういう面では大いに役立っているという位置づ

けにあろうかと思います。 

  そのほかの14地区が個々にどうだという、公民

館地区についてどうだという情報は持っていない

んですけれども、昨年11月に庁内の地域担当職員

アンケートを実施しました。それの車座の役員の

方も３年間の検証といいますか、そんな意味合い

を込めたアンケートをさせていただいたんですけ

れども、職員に限って言えば、その６名の現在の

体制の人数の問題とか、構成の問題とか、そうい

ったものを聞いているわけなんですけれども、ア

ンケートの中で。それでは、７割ぐらい、７割か

ら８割ぐらいは現状のままでもいいんではないか

と、こういうことですので、それぞれの職員が６

名、部長クラス１名、課長クラス１名、そのほか

公民館職員１名、そのほか公募等々というか、希

望がある職員ということで構成していますけれど

も、そういう中では、公民館の職員もそれぞれの

立場の中で、その役割といいますか、それは多分

担っていただいているんだろうと、こんなふうに

考えております。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 担当部局あるいは職員を管

理、指導する立場である方に、なかなか表現しづ

らいような質問であったかと思います。 

  ただ一部車座談議の中で、本庁あるいは支所か

ら担当になって来る職員さんは、地域をその談議

をリードすると意味合いで積極的に提言やら発言

をされてきたという話は耳にしておりますが、一

部公民館においては、本庁から部長が、課長がど

どっと押し寄せてきて、出先の機関で勤めている

館長あるいは館長のもとで働いている職員がなか

なか積極的に発言しないというか、ちょっと一歩

引いているというような、地域によってはそのよ

うな情報も耳に入っております。 

  先ほど触れましたように、やはり地域の情報を

一番持っている、感じ取っているのは公民館職員

であると思っていることから、今後、栗川市長の

２期目でも車座談議が進められていくわけであり

ますが、どうぞそのような公民館職員の積極的な

参加というものを担当部局としても促していただ

きたいと要望しておきます。 

  この車座談議については、第１項目の質問の中

でも取り上げておりましたが、まちづくりの核と

なり得る事業であります。第２弾ロケットの発射

はいよいよ本市が目指す協働のまちづくりにつな

がる事業でもあるかと思っております。 

  先ほどもそれ何回も申し上げますが、人材の活

用、登用については、こういったことにつながる

登用になると思いますので、公民館の人事も含め
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て車座談議等の人材の活用については、さらに強

化していくことを要望して、この質問を終わりま

す。 

  最後になりますが、３番の小中学校施設の耐震

化について質問をいたします。 

  小中学校の学校施設は、地震が発生したときに

児童生徒の安全を確保するとともに、地域住民の

応急避難場所としての役割も果たしております。 

  学校施設の耐震性の向上は重要な課題であり、

耐震化を着実かつ迅速に進めなければならないこ

とから伺うものであります。 

  ①耐震診断調査の結果公表についての考えをお

伺いいたします。 

  ②耐震診断調査の結果に基づき、いつごろまで

に整備完了を目指すのかお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） それでは、３の小中学

校施設の耐震化についてお答えをいたします。 

  まず、①耐震性を数値であらわしますＩｓ値、

いわゆる構造耐震指標と言いますけれども、これ

を学校へ等を含めた診断結果の公表をするための

準備を進めているところであります。 

  年度内に市ホームページ等で公表していきたい

と考えております。 

  ②ですが、学校施設の耐震化は重要かつ緊急な

課題でありまして、特に耐震性が低い建物、先ほ

ども申しましたけれども、Ｉｓ値0.3未満は早急

に耐震化工事を行う必要があります。これらの建

物については、平成22年度を目途に耐震化を完成

させたいと考えております。それ以外の0.3以上

0.7未満の建物につきましても、総合計画後期基

本計画の中で検討することになりますけれども、

平成28年度完了を目標に、順次耐震化を図ってい

く予定であります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） ①の公表について再質問を

いたします。 

  この公表は義務的というか、国あるいは県のほ

うで定められたものなのでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 結論から申し上げます

と、法律なんですけれども、地震防災対策特別措

置法というものが施行されまして、この中に結果

を公表しなければらない、要するに義務規定が入

っていますので、それにのっとって公表するとい

うことであります。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 義務ということでありまし

たが、その義務の中には公表の内容の決まりはあ

るのでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） これは法律の中で診断

の実施、どういうものをするということが入って

おりまして、そういうことも含めて数値まで公表

するということになります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） この公表、義務ということ

であり、数値まで公表することが義務であるとい

う内容かと思いますが、先日、市長もある場で、

この公表についてはどの程度までやるか、危険度

ばかりが先行し、市民、特に児童生徒を子に持つ

保護者の方の不安を増長させても、あるいは逆に

的確な情報提供ができなくてもまずいということ

で、大変ご腐心されている話を伺いました。 

  そのようなことを踏まえて難しいと思いますが、

ホームページ等で公表するということであります

が、どのようなところまで、すべて診断結果を公

表するのか、あるいは先ほどの老婆心ながら不安
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を増長させるということを含めて、ある程度かぶ

せて公表するのか、どのように公表するか、考え

がありましたらお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） これは先ほども申し上

げましたとおり、0.3未満の数値につきましては、

当然やりますけれども、この関係については、国

も今回、法律改正までして至急対処するというこ

とになっておりますので、これは議会の皆さんに

も公表したところであります。 

  今後、先ほど申し上げました0.3から0.7につい

ては、やはり補強はしなければならない建物であ

りますので、その数値も含めて公表するというこ

とになると思います。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） わかりました。 

  難しいところもありますが、今のような形で公

表を進めていただきたいと思います。 

  最後に１点、いつごろまでに完了するかという

中で、28年度を目標にということがありましたが、

公表されると先ほどの心配心、市民の心配が出て

くると思いますが、公表された中で改築の順番、

改築ということは建てかえということだそうです

が、順番決めについてはどのように考えているか

お伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 建てかえといいますか、

それについては22年度までに、今年度から３年間

で大体やっていくというのが大きなところであり

まして、0.3から0.7の間についてはそういう建て

かえまでは、全部じゃなくて、一部は入りますけ

れども、数が少なくなるということですので、い

ずれにしましても、耐震の補強が目的なものです

から、それ等を含めて今後も進めてまいる。 

  当然、数値の低い順から、客観的には考えてお

りますけれども、事情の中では、当然学校の事情

とかいろいろありますから、前後することあると

思いますけれども、考えとしてはそういう考えで

おります。 

○議長（植木弘行君） ７番、磯飛清君。 

○７番（磯飛 清君） 危険を伴う、危険を改善す

る事業であります。あっちもこっちも我先にとい

うような動きが出るかもわかりませんので、難し

いことではあると思いますが、公平・公正を旨と

して、だれもが理解できるよう進めていただきた

いと思います。 

  以上で、私のすべての一般質問を終わりますが、

最後一言申し上げさせていただきます。 

  本年度をもって定年退職を迎えられる議場に会

しておられる職員の方々、そして部局で執務され

ている職員の方々の、長きにわたり公職に奉され、

大変ご苦労さまでした。心よりご慰労を申し上げ、

以上で私のすべての一般質問を終了いたします。 

  ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で７番、磯飛清君の市

政一般質問は終了いたしました。 

  ここで10分間休憩いたします。 

 

休憩 午前１１時０４分 

 

再開 午前１１時１４分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 中 村 芳 隆 君 

○議長（植木弘行君） 次に、17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 皆さん、こんにちは。 
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  議席番号17番、中村芳隆です。通告に従い、今

回は下水道整備促進について、弓道場の整備につ

いてと、稲村公民館改築計画についての３点をお

伺いするものであります。 

  まず最初に、下水道の整備促進について。 

  下水道は快適な生活環境の保全やかけがえのな

い自然を守るためにも必要不可欠なものでありま

す。 

  黒磯地区の下水道事業は、昭和49年２月に排水

計画の見直しにより、下水道事業認可を受けて公

共下水道に着手、汚水は黒磯水処理センターで処

理しているが、以下の点についてお伺いします。 

  ①黒磯地区の公共下水道の整備について、現在

までの進捗状況をお伺いいたします。 

  ②平成16年度に認可となり、工事が始まった上

厚崎地区の進捗率をお伺いいたします。 

  ③総合グラウンド西線（国体道路）の部分は、

県道（都市計画道路３・３・２号線）でストップ

しているが、今後の事業の見通しをお伺いいたし

ます。 

  ④下水道の計画は７年に一度見直しと聞くが、

今後黒磯南高校区域まで拡大する考えがあるかを

お伺いいたします。 

  以上４点についてお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） それでは、下水道

の整備促進につきましてお答えいたします。 

  黒磯地区の公共下水道整備の状況につきまして

は、黒磯処理区の全体計画面積は1,816.9haであ

り、このうち平成22年度までの事業認可面積は

1,111haであります。整備済み面積は822.94haで

あります。認可面積に対する進捗率は74.1％であ

ります。 

  次に、平成16年度に認可区域となり、工事が始

まった上厚崎地区の進捗率につきましては、計画

面積は86.4haで、平成20年度の完了予定を含めた

整備済み面積は24.86haです。進捗率は28.8％で

あります。 

  次に、市道総合グラウンド西線と都市計画道路

３・３・２号線の交差点より上流部の整備につき

ましては、平成22年度以降での整備を考えており

ます。 

  次に、下水道計画を黒磯南高校区域まで拡大す

る考えにつきましては、黒磯南高校周辺区域は全

体計画には含まれておりますが、事業認可区域に

含まれておりません。 

  認可区域の拡大については、現認可区域の整備

状況、平成21年度に予定している生活排水処理構

想及び下水道全体計画の見直し結果を踏まえ、平

成22年度に予定している事業認可の変更の中で検

討してまいります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） それでは、再質問させて

いただきます。 

  先ほどの答弁で、認可面積に対する進捗率が

74.1％という答弁をいただいたところでございま

す。 

  それでは、那須塩原市全体としての進捗率はど

うなっているかをちょっとお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 那須塩原市全体の

進捗といいますか、普及率で申し上げますと

50.7％の状況でございます。 

  普及率につきましては、行政人口に対して整備

がなされた人口というようなことでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 
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○１７番（中村芳隆君） 前も進捗率の中で普及率

という言葉が出てまいりまして、普及率について

もちょっとお尋ねをするところであります。 

  現在、市全体で50.7％の普及率ということでご

ざいまして、これは平成19年度の統計ではなかろ

うかと思いますが、ちょっと統計確認をさせてい

ただきましたら、全国では平均71.7％、栃木県の

県平均が58.19％となっておりまして、県下の主

要都市の中でも10番目ぐらいに低い結果となって

おりますが、他市と比べて普及率が悪いのは何か

原因があるかどうか、ちょっとお聞かせいただき

たいと思います。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） さきに整備の状況

ということで普及率でお答えをいたしましたけれ

ども、面積の進捗率から言いますと、市全体では

汚水が75.3％の状況でございます。 

  それから、ご質問の、なぜ普及率が他市に比べ

てということでございますけれども、１つには、

普及率は先ほどお答えしましたように、行政人口

に対して整備された中に、いかに人口が住んでい

るかというようなことでございます。 

  これが低いということにつきましては、要する

に用途区域内、今現在用途区域内を中心に整備を

しておりますので、そこに住んでいる人口が他市

に比べて少ない。いわゆる郊外部に相当数の住ま

われている方が多いということではなかろうかと

思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） いろいろな面で原因が出

ておるかと思っております。 

  面積が非常に広い中での工事率が非常に悪くな

ってくるのは当たり前のことでございますし、ま

た、昨今の経済状況等によりましての感じも出て

いるのではなかろうかと思っております。 

  せっかく地域まで下水道が引いてあるにもかか

わらず、なかなか接続されていないという地域も

結構あるんじゃなかろうかと思いますが、そうい

った面において、やはり早く引いてくださいよと

いうような促進みたいな方策は、下水道関係では

とられているのかどうかお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 水洗化率が悪いと

いうようなことにつきましては、20年度より地区

を選定しまして、また組織の中でも管理係という

ようなことで、１つ係をふやしまして水洗化の向

上に努めているという状況でございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） そのように課も設置され

て促進を進めているということ、本当にありがた

いことだと思っております。 

  先ほど申しましたように、下水道がせっかく引

かれているにもかかわらず接続されないというこ

とは、最終的には下水道会計にも影響を与えると

思いますが、部長、どうでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） やはり企業的な会

計、いわゆる使用料で維持管理、あるいは経費を

賄うというようなことでございますので、整備に

見合う利用料金が上がってこなければなりません。

料金を上げるにはやはり水洗化率を上げるという

ようなことでございますので、そういったことは

20年度以降、以前もやってはおりますけれども、

さらにそういった水洗化の向上については考えて

いきたいというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 今、部長が申されました
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ように、やはりそういった面で影響も出るという

ことでございますので、普及率が高まれば下水道

収入もふえ、次の工事への予算化もスムーズにい

かれるのではないかと思いますが、そんな点も考

えると、今、部長が言われたとおりだと思います

ので、よろしくお願いしたいと思っています。 

  いずれにしましても、普及率イコール進捗率に

もつながっていくわけでありますから、市民の

方々に早く接続していただくよう努力していただ

きたいと思っております。 

  次に、16年度に認可区域となり、工事が始まり

ました上厚崎地区でございますが、たしか17年度

から旧４号線から総合グラウンド西線まで工事が

進まれたと思っております。 

  都市計画道路３・３・２号線の交差点までが完

了されておりまして、そのときに県道３・３・２

号線も工事開始になりまして、その中に下水道も

整備されると思います。 

  そんな中で、グラウンド西線のない、住宅内に

も、先ほどのご答弁ですと合わせて30％弱が整備

されたということ、本当にうれしく思っておりま

す。 

  地域内の工事についてですが、21年度において

は継続して工事が進められているような予算措置

はとられているのかどうかお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 大変申しわけござ

いません。 

  先に、先ほどの答弁の中で、水洗化の促進につ

いて管理係ということで私申し上げましたけれど

も、普及係ということでご訂正をお願いしたいと

思います。 

  それから、上厚崎地区の整備について今年度予

算措置がなされているかということでございます

けれども、一部引き続き予定をしております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 約70％が未整備になって

いるところでございますので、21年度も進行され

るということ、本当にありがたく思っております

ので、よろしくお願いしたいと思っております。 

  さて、３・３・２号線の交差点より下埼玉の交

差点までの工区が未整備になっております。 

  先ほどの答弁では、22年度以降ということで整

備を考えているという部長の答弁でございますが、

22年度以降、どのような形で工事が何年間かかる

とか、そういった何ｍずつやるとか、そういった

ものをちょっと詳しくお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 具体的に何年から

何ｍずつということでは、今の段階ではまだ計画

は考えてはおりません。 

  ただ、厚崎地区28.8％の整備状況でありますの

で、まずは全体的に86.4ha、この中の１つの区域

でありますので、継続的に認可の区域を供用開始

を図っていきたいということで考えております。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） グラウンド西線ですか、

旧４号線から埼玉交差点まで、私が先ほどいつご

ろからですかと聞いたものを合わせますと、約

2.15kmの総延長かと思っております。 

  そんな中で、３・３・２号線の交差点までがこ

としの７月供用開始になりますね、あの道路。そ

こまでが1.32kmかと思っております。残り830ｍ

が未整備として今残っているわけであります。 

  19年度、下水道事業が終わったその後にグラウ

ンド西線が全面に舗装工事が出まして、立派な舗

装工事が行われたわけでございまして、22年度か

らせっかく残りの工事をやっていただけるという

ことになりましても、せっかく立派にした道路を
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もう一度掘削して下水道配管なんてことはなかな

かできづらいと思いますが、どのような方法で工

事を進めるのか、ちょっとお聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 舗装等の工事が進

んでいるということであれば、それはよく道路管

理者と協議をしながら、今後の整備については検

討していきたいというふうに考えております。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 大体舗装工事が終わりま

すと、５年ぐらいは工事をしないというものが本

来の形じゃないかと思っておりますが、そんな中

でちょっとお話を聞きましたら、歩道が結構広い

ということなので、歩道の部分で下水道工事を行

うんじゃなかろうかというような話も以前聞いた

こともあるところですが、そういったものは検討

はされているんですか、お聞かせください。 

○議長（植木弘行君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 舗装の打ちかえと

いうことに関しては、車道分がなされた。歩道部

は従来どおりということで、そこには下水道も水

道管も入っているということでございますので、

その辺は水道の石綿管の更新事業、そういったも

のの時期と、あるいはあくまでも道路管理者との

占用の条件等、その辺を十分考慮して工事につい

ては進めていきたいと考えます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 今、部長が答弁されまし

たように、歩道の部分に水道石綿管の老朽管があ

るということであれば、下水と一緒に布設されれ

ば、これ一石二鳥と申しましょうか、経費が安く

上がる面もなかろうかと思いますので、そういっ

たものも真剣に考えて取り組んでいただきたいと

思っております。 

  当然、以前は建設部と水道部と分かれていたわ

けでございますが、今は上下水道部ということで

１つでありまして、水道課と下水道課が一体とな

っておりますので、同じ所管の中での課でありま

すので、しっかりと連携をとりまして、22年度か

らそういった面で取り組んでいただければ非常に

ありがたいと思っておりますので、よろしくお願

いしたいと思っております。 

  最後の４の質問になりますが、地域の方々が一

日も早くと待ち望んでおりますので、ひとつお願

いしたいということでございまして、あの地域残

りが830ｍの大型パチンコ店やカラオケ屋さんと

か食堂もありまして、結構集客があるような、お

客さんが集まるようなお店がありますので、よろ

しくお願いしたいと思っております。 

  また、認可区域の拡大について質問させていた

だきます。 

  さっきの答弁では、22年度に予定している事業

認可の変更の中で検討ということでありますが、

黒磯南高校区域まで下水道認の可区域を拡大して

いただきたいと申し上げるのは、南高校からグラ

ウンド西線の間ですか、あそこは上厚崎３丁目の

住宅街でありますが、地層が関東ローム層なんで

すよ。そんな中で、やはり３ｍ、４ｍ掘らないと、

深いところでは６ｍぐらい掘らないと砂利層に届

かないために、浄化槽の排水が地獄ますによって

処理しておりますが、宅地面積が、分譲面積が非

常に狭いわけでございまして、大きな穴を掘るこ

ともできないや、また深く掘ると費用がかかって

しまうとか、その割にはすぐ目詰まりを起こして

何カ所もあけていかなければいけないという、そ

ういったいろいろな支障を来しているところでご

ざいまして、本当に今すぐ下水を引いていただき

たいという、そういう要望があるところでござい

ますので、そんな中でやはり地元の人たちは余り
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排水できないので、洗濯物をコインランドリーに

持っていったり、またおふろも少し控えようとか、

そういうことで苦労されているようでございます

ので、そういったことも検討していただきながら、

22年度の認可区域の検討の中に考慮いただきまし

てお願いしたいと思っております。 

  せっかく引いてあってもなかなか接続してくれ

ない地域もあれば、またこういうふうにしてほし

いということころもございますので、そういった

ものもやはり検討していただいて行っていただき

たいと思っております。 

  以上で、この項目の質問を終わります。 

  続いて、弓道場の整備についてお伺いするわけ

でございますが、ちょっと訂正をお願いしたいと

思っております。 

  質問の内容の中で、「黒磯弓道連盟」を「那須

塩原市弓道部黒磯支部連盟」と訂正をいただきた

いと思っております。 

  それでは、始めます。 

  くろいそ運動場の弓道場については、20年２月

の強風により倒壊し、その後撤去、整地がされ、

今回の条例改正により削除されようとしておりま

す。 

  当弓道場の再建につきましては、昨年６月議会

に那須塩原市弓道部黒磯支部連盟から議会に陳情

書が提出され、採択されたところであります。 

  弓道とは、剣道、柔道とともに日本の古来から

の武道の１つであり、古くから弓術武芸として発

展し、現在ではスポーツ、健康、体育の面も持ち

合わせており、老若男女を問わず、自分のペース

でじっくり練習し人と争そわず、自分との闘いの

中、腕を磨くことができるスポーツであります。

また、弓道はただ単に的を射抜くだけのスポーツ

ではありません。伝統と礼儀を重んじる競技であ

ります。 

  このような心身ともに鍛錬するスポーツは、中

学生から参加できる環境整備が必要だろと思うと

ころであります。 

  よって、くろいそ運動場の弓道場の整備につい

てお願いをいたします。 

  ①くろいそ運動場の弓道場の建てかえ計画はど

のようになっているかお伺いいたします。 

  ②現在代替施設として利用している三島体育セ

ンター弓道場は、建築後何年経過しているかお伺

いいたします。 

  ③本市中学の武道教育方針、弓道教育について

お伺いいたします。 

  以上、３点についてお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） それでは、２の弓道整

備につきまして３点ほどご答弁させていただきま

す。 

  まず①②あわせてお答え申し上げます。 

  くろいそ運動場弓道場につきましては、平成20

年２月の強風によりまして倒壊し、現在は解体さ

れておる状況にあります。 

  建てかえの計画につきましては、現在のところ

具体的な計画はございません。 

  しかし、現在、かわりの施設として利用されて

いる三島体育センター弓道場は５人立ちの規模で

ありまして、昭和53年に建築され、既に30年以上

経過をしております。このため、市の弓道場につ

きましては、どのようにあるべきか、規模、場所

等も含め、今後研究していく必要があると考えて

おります。 

  次に、③本市中学校の武道教育方針、弓道教育

についてのご質問にお答えいたします。 

  武道は、武芸、武術から発生した我が国固有の

文化として、伝統的な行動の仕方が重視される運
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動で、礼儀作法を尊重しながら相手の動きに対応

した行動ができるようにすることを通して、自己

の能力に適した課題に取り組み、練習や試合がで

きるようにすることを目標としております。 

  現在の中学校学習指導要領におきましては、保

健体育科で取り扱う武道の学習、いわゆる柔道、

剣道、または相撲の中から１種目を選択して履修

することになっております。 

  よって、弓道につきましては、教科の学習にお

いては取り扱っていないのが現状であります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） それでは、再質問させて

いただきます。１と２、関連がありますので、一

括して質問します。 

  昨年の２月23日と24日に、過去に例のない強風

により弓道場が倒壊してしまいました。私ども総

務教育常任委員会も現地を視察をさせていただき

ました。きれいに今解体され整地されて、弓道場

の面影はもう影も形もなくなっておりました。昭

和52年に建築され、31年間という長きにわたり多

くの弓道家たちが利用し、思い出多い弓道場では

なかったかと思います。不必要な施設がなくなる

のではありません。 

  自然災害の結果、施設が利用できなくなったの

でありますから、利用者の利便性を考えると、早

急に建てかえを考えるのが筋道じゃないかと思い

ますが、教育部長、どう思いますか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 弓道場につきましては、

先ほども申し上げたとおり、昨年強風によりまし

て倒壊をし、危険ということで撤去して、現在は

更地に今整地されていますので、ございません。

そういう意味で、今回条例の中から削除するとい

うことになったわけであります。 

  ただ、今、議員おっしゃったとおり、現在あっ

たものがなくなったわけでありますので、認識と

しては必要だという認識を持っております。 

  そういう中で、今後、先ほども申し上げました

ように、総合計画も見直しも来る時期があると思

います。24年からそうなると思いますけれども、

そういう中では、少しでも今申しましたように、

担当部署としては不必要だという認識は持ってい

ませんので、そういう点も含めて検討させていた

だきたいと思っています。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 弓道部黒磯支部連盟から

議会への陳情書が提出されまして、６月の議会に

おいて、総務教育常任委員会にて慎重に審査され

まして採択されました。それからまだ９カ月しか

たっていない中、本定例会に条例改正案が提出さ

れております。委員会の一人として、本当に複雑

な心境でもあります。 

  今現在、三島体育センター弓道場を代替として

利用しているようでありますが、その先ほどの答

弁では、三島体育センターの弓道場も築30年が経

過をされておりますので、そちらのほうもそろそ

ろ建てかえの時期に来ているんじゃなかろうかと

思っております。 

  本当に先ほども磯飛議員の質問の中にもありま

したように、耐震とかいろいろ財政上厳しいこと

も常に私も理解はしているところでございますが、

突然強風によりなくなったわけですから、やはり

利用者からすれば、早く対応していただきたいと

いう、そういった陳情に理解をしていただきたい

と思います。 

  先ほど部長も苦し紛れながらに、総合計画の中

で検討されるんじゃなかろうかということを言わ

れましたが、本当にしっかりと検討していただき

ましてお願いをしたいところであります。 
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  後期基本計画を策定するのには、後期基本計画

は24年から入るわけでありますので、23年度には

大体の骨格がもう決まってしまうんじゃなかろう

かと、私も思います。 

  そうしますと、ことしは21年ですから、22年、

来年度からもう準備されるんではなかろうかと思

いますので、そんなこともあわせまして、近い将

来、弓道場の建設に対して光が見えるような、も

う一度答弁を聞きたいんですが、部長、どうでし

ょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 先ほども申し上げたと

おりでありますけれども、教育委員会としまして

は、今、議員もおっしゃったように、学校施設の

耐震化が最優先課題ということで、これも申し上

げてありますけれども、３年間で35億強が必要だ

と、こういう状況であります。そしてなおかつ、

先ほどの質問にありましたように、0.7未満の補

強工事も含めますと100億、あるいは120億とか、

そういう金額になってくるんだと思います。 

  そういう中で、やはり最優先するものをしてい

かなければならないということは、先ほども苦し

紛れの話がありましたけれども、やはり財政的な

問題が一番出てくるんだと思います。 

  そういう中では、先ほども申し上げましたよう

に、当市の弓道場そのもの、先ほども話ありまし

たように、30年以上、西那須もたっている。です

から、そういうことも含めて、当市のあるべき姿

をそういう中で検討しなければならない。場所、

あるいは規模等々も含めてということで先ほど申

し上げたとおりでありますので、ご理解いただけ

ればと思います。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 理解はしておりますので、

わかりました。 

  くろいそ弓道場、以前ありましたのは、３人立

ちで使用されていたみたいです。また現在利用さ

れています三島体育センター弓道場、５人立ちの

規模だそうでございまして、これからの規模は７

人立ち、10人立ちが主流となってきておられます

ので、そういったものも考慮しながら検討してい

ただきたいと思っております。 

  次の質問に入りたいと思います。 

  文科省の学習指導要綱において、武道の学習は

柔道、剣道、相撲の中から選択して学ぶというこ

とを、今答弁がありまして、残念ながら弓道は入

っておりませんでした。今さらながらちょっとお

聞きしたいところでございますが、なぜ今日、日

本古来の武道を保健体育科で取り扱うのか、教育

長からちょっとお聞きしたいと思っております。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ご質問にお答えします。 

  武道は、武芸、芸術、そういうところから発生

した我が国固有の文化として現在理解されており

ますが、新教育課程の変更、教育基本法の変更で

も、愛国心、それから我が国古来の伝統的な文化

の継承ということで、大きな目標の１つに挙げら

れております。 

  そういう点から勘案しまして、新学習指導要領

の中に武道というのが位置づけられてきたという

ふうに理解をしておるところでございます。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） まさに今、教育長さんが

言われましたように、人間関係が希薄になってい

ると言われる今日、武道を通じて伝統や礼儀作法

を尊重し、心身を鍛錬することが本当に大切では

なかろうかと思っております。 

  柔道、剣道、相撲とありますが、弓道もひとつ

同じじゃないかと思うんですが、教育長、どう理

解しますか。 
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○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 新学習指導要領、現在も

そうでございますが、武道に関しましては、剣道、

柔道、相撲と、現行の指導要領に関しましては、

武道というのを１つのまとまり、それから球技を

１つのまとまりとしまして、その中から１年生に

あっては１つ選択をする。２年生、３年生にあっ

ては２つを選択する。ダンスを含めまして３つの

領域の中からなっておりますが、新しく新指導要

領に関しましては、１、２年生は武道は必修とい

うことで、柔道、剣道、相撲の中から１つ選択を

して必修で履修をする。３年生になりますと球技

と武道の中から１つ以上を選択して履修するとい

うふうになっておりますが、それで、ご質問の中

では、その他の武道はどうなっているかといいま

すと、なぎなたなどのその他の武道は、これに関

しても地域の実態や学校の実態に応じて履修する

ことができると、こんなふうになっているところ

でございます。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 説明はわかりました。 

  柔道、剣道、相撲は体力的にハードな面でなけ

れば、勝つためにはですよ、なりませんが、弓道

のよさは、自分のペースでじっくり練習をするこ

と。そして、人と争そう、自分との闘いの中、腕

を磨き、伝統を礼儀を重んじる競技ということで、

そんな中で、今、教育長さんも言われましたよう

に、なぎなたとかいろいろ出てまいりましたが、

ひとつ弓道も中学生としての選択肢としてとられ

ることができるよう、考慮していただきたいと思

っております。 

  それにはやはり何としましても、環境整備、弓

道場がないということであれば、中学生の中で

100人に１人の中でも弓道をちょっとやってみた

いという子がチャレンジできないということにも

なりますので、そういったものも考慮しまして検

討していただきたいと思っております。 

  それでは、次の質問に入りたいと思います。 

  最後でございますが、稲村公民館の改築につい

てお伺いをいたします。 

  ①９月議会で質問した公民館敷地について、国

が所有している土地の取得交渉はどのように進ん

でいるかをお伺いいたします。 

  ②稲村公民館の改築計画についてお伺いいたし

ます。 

  以上、２点についてお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 17番、中村芳隆議員の質問

にお答えをいたします。 

  稲村公民館の改築に関しましての２つのご質問

について、お答えをいたします。 

  初めに、９月議会でご質問のありました国有地

についてでありますが、今後の活用方策や周辺の

土地利用状況などを検討した結果、有効活用が図

られるものと判断をいたしまして、昨年の12月、

関東財務局宇都宮財務事務所に土地の取得要望を

行ったところであります。 

  今後、県において審議がなされ、売却について

の考え方が示される予定でありますので、これを

受けまして、取得に向けた手続を進めてまいりた

いと考えております。 

  したがいまして、２つ目のご質問の改築計画に

つきましても、用地取得の状況などを見据えなが

ら、平成24年度からの後期基本計画の中で検討し

てまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 稲村公民館に関する質問、

今回で私、３回目となるわけであります。 
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  ９月議会におきまして、公共用地の取得を要望

させていただいたところ、本当に早急に検討して

いただき、所有者であります関東財務局宇都宮財

務事務所との交渉に入ってくださったことは、誠

にありがたく思っております。 

  今後、国において審議がなされるという答弁を

今いただきました。不動産の売買の手続に入って

いくのではなかろうかと思いますが、これからの

手順をちょっと詳しくお聞かせいただきたいと思

っております。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ただいま市長が申し上

げましたように、取得要望の提出、こちらを宇都

宮財務事務所に提出をさせていただきましたのが、

12月９日付で提出をさせていただきました。一応、

未利用国有地の取得要望、こういうタイトルにな

ります。 

  今後の予定なんですけれども、宇都宮財務事務

所での手続的なものを伺った限りでは、これは最

短でという条件がついておるんですけれども、６

月に地方審議会、関東エリアだと、こういうこと

なんですけれども、これの会議の中では、今回私

どもが要望している土地の売買の了承を得てもら

うと、こういうことになります。この６月の地方

審議会で了承されました後に、市から財務事務所

のほうに売買申請書の提出を行うと。これも最短

でいくと７月ごろになろうかと。その後に再度、

土地の評価を国のほうで行うと。これが７月に申

請書を出しますと８月から９月だと、こういうこ

とになりまして、その後、事前内示、土地の売買

契約ということになりまして、最短でいって10月

ごろに土地の売買の契約ができるスケジュールと、

こういう状況であります。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） 本当にありがとうござい

ます。 

  ６月に地方審議会においてるる手続が済みます

と、10月ぐらいにご決定されるんではなかろうか

ということで、本当にありがたく思っておるとこ

ろでございます。 

  稲村地区地域住民約１万3,000人が待ち望んで

おりますので、ひとつよろしくお願いをしたいと

思っております。 

  また、改築につきましては、再三申し上げてお

りますように、後期計画の中というわけでござい

ますが、24年からでございますので、先ほど申し

ましたように、22年、もう来年度から本当に施設

等の規模等、設計関係に入るわけでございますの

で、早目の対応をここでまた重ねてお願いをした

いと思っております。 

  また、うまく先ほどの売買契約がとり行われま

して本契約となりました暁には、あの地域、今現

在、稲村公民館の駐車場が非常に手狭でございま

して、総会や大きな集会などには駐車場に駐車で

きない車がたくさんできておりますし、路上駐車

などが行われてしかられている点もございますの

で、どうか決まりました後、購入された土地の一

部を駐車場として利用できるよう便宜を図ってい

ただきたいと思うんですが、どうでございましょ

うか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 現在のところ、手続を

進めているという段取りなものですから、今お話

がありました件につきましては、今後庁内の中で

調整させていただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 17番、中村芳隆君。 

○１７番（中村芳隆君） そういった面も考慮して

検討していただければ、本当に地域住民の方もあ

りがたく思っておるんではなかろうかと思ってお

りますので、よろしくお願いしたいと思っており

－191－ 



ます。 

  本当に前向きな答弁いただきまして、ありがと

うございました。 

  最後に、このたび３月末日をもって定年退職さ

れます26名の職員の皆様方には、市政発展のため

に大変ご尽力くださいまして、誠にご苦労さまで

ございました。今後は新たなる立場でさらなるご

活躍をされますことをご祈念申し上げまして、私

の一般質問を終わります。 

○議長（植木弘行君） 以上で、17番、中村芳隆君

の市政一般質問は終了いたしました。 

  ここで昼食のため休憩いたします。 

  午後１時会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５９分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 山 本 はるひ 君 

○議長（植木弘行君） 次に、21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） それでは、通告に従い

まして、市政一般質問を行います。 

  ２期目の市長にあっては、市民とつくる協働の

まちづくりをメーンテーマとしています。今回質

問する一番最初のものは、それに関するところで

す。よろしくお願いいたします。 

  質問１、広報及び地域活動の推進について。 

  これは組織機構改革で企画部に市民協働推進課

ができたことによって、この課を設置したことの

意義や役割についてお伺いするものです。 

  ①合併４年を経て、広報なすしおばらを初めと

して、市からのさまざまなお知らせはより多くの

住民に確実に届くようになったか、お伺いいたし

ます。 

  ②市が運営補助金を出して活動しているさまざ

まな団体について、住民がその団体に気軽に参加

できるような広報を行っているかお伺いいたしま

す。 

  ③市民協働推進課ができましたが、住民や地域

とのかかわり、情報周知に関しての所感をお伺い

いたします。 

  以上が１番目の質問です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君の質問

に対し、答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 広報及び地域活動の推

進について３点ほどご質問いただいておりますの

で、順次お答えいたします。 

  まず、①の関係ですけれども、本年２月現在で

の広報及び行政文書等の配布状況は、行政連絡員

を通じて配布している自治会加入世帯につきまし

ては、３万941世帯、加入率で71.7％となってお

ります。そのほか自治会未加入の市民の皆さんが

みずから地域において組織をつくり、代表者等が

直接市役所や公民館へとりに来ていただいている

団体が、13ほどあります。合併当初から見ますと、

自治会への加入率は減少傾向にありますが、世帯

数そのものは増加しているのが現状であります。 

  なお、広報なすしおばらに関しましては、自治

会未加入世帯への対応といたしまして、市役所や

公民館などの公共施設とＪＲ駅などの民間施設、

市内42カ所に、約1,300部を備えつけております。

また、郵送を希望される方には実費を負担してい

ただき、対応をしているほか、体が不自由で外出

が困難な世帯へは、無料郵送などの対応も図って
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いるところであります。このほか、最近では、集

合住宅や近隣の市民の皆さんがグループをつくり、

代表者等が市の窓口にとりに来るケース、こうい

ったケースもふえておりまして、自治会加入世帯

の増加分を含めて、平成19年度から20年度の２年

間で印刷部数を500部ほどふやしたところであり、

市からのお知らせがより多くの市民の皆さんに確

実に届くようになっているものと考えております。 

  次に、②の関係ですけれども、市で運営補助金

を出している団体、たくさんありますけれども、

企画部のほうの所管、市民協働推進課の関係で申

し上げます。 

  市民協働推進課が運営補助金を交付している団

体は、地域婦人会連絡協議会、統計調査推進協議

会、国際交流協会など５団体であります。 

  それぞれの団体は、活動の目的も対象の範囲も

活動内容も異なりますが、いずれも活動の主体は

それぞれの団体であり、団体の加入等についても、

団体への参加等につきましても、みずからが判断

していくものと考えております。 

  しかしながら、団体からの要請やその状況に応

じまして、市といたしましても、市の広報へ掲載

するなど、可能な限り支援をしているところであ

ります。 

  ３点目ですけれども、市民協働推進課は市民と

行政との協働のまちづくりを推進するために、住

民や市民団体などとの窓口的な役割を担う目的で

設置し、自治会など地域活動を行う団体の支援や、

男女共同参画統計等の事務を担当しております。 

  課の新設によりまして、市民の皆さんの直接的

な窓口となり、また専任の係となったことで職員

の意識も高まってきていると感じておりまして、

市民との協働を進める第一歩が踏み出せたものと

思っております。 

  今後とも、市民と行政の情報の共有を基本に、

協働のまちづくりの意義を深めていくことが大切

であると考えておるところであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） それでは、①のところ

から再質問いたします。 

  現在71.7％の方が行政連絡員を通して広報を届

けていただいているということです。世帯でいく

と、つまり１万世帯以上がそうではない方法でし

か情報を得られないと。先ほどの話だと、さまざ

まいろいろなその他の方法でも情報は得られるよ

うになっているということではありましたが、多

く印刷した数を含めましても、あるいは郵送とか

とりに来られるという方を含めても、多分その数

はそれほど多くはないんだと思います。 

  その辺につきまして、この問題はずっと今まで

４年間、いろいろな形で質問してまいりましたが、

自治会を通して、行政連絡員を通して、これ以上

たくさんの人に届けるということは多分こういう

ご時世の中で大変難しいことだと考えております

ので、市のほうでも違う方法で周知をすることを

考えなければいけないと思います。 

  その辺について、具体的に１年間こういう新し

い課をつくってやってきた中で、何かお考えがあ

ればお知らせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 基本的には、本線は行

政連絡員を通して広報等をお配りするということ

で、今、議員からありましたように、先ほどまた

答弁いたしましたように、自治会の加入率のほう

は減少していると、こういうことで、今後もなか

なかこの加入率を急激にふやしていくということ

は難しいだろうと、そういう認識でおります。 

  そういう中で、先ほど申し上げましたように、

いろいろな市の公共施設とか民間施設にも広報等
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を備えつけておくということなんですけれども、

これも余り広くということもなかなか難しいとい

う部分があります。 

  そういう中で、最近、それぞれ自治会未加入者

の方がグループを組織されて、公共施設なり市役

所に文書等をとりに来ていただいているというケ

ースもふえてきていますので、この辺をなかなか

基準をつくったりということは難しいんですけれ

ども、グループをつくっていただければ、そうい

うところを通して、広報なり市のお知らせ的な文

書を配布していくといいますか、そういう形で受

け取っていただくというようなことも前向きに考

えていかなくてはならないなと、いきたいなと、

こんなふうに考えています。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 今のお話ですと、自分

たちでグループをつくるなり団体をつくるなりし

て、その人たちが市役所なりにとりに来れば、そ

ういうものをまとめてお渡しすることができると。

多分そういう形での周知の仕方がふえてきている

んだというお話だと思うんですが、逆に、いわゆ

る既成の自治会、既成の行政連絡員さんを出せる

形の自治会ではなく、そうではない形の自治会と

言っていいのかどうかわからないんですが、そう

いう組織というものを模索しているようなところ

もあるようです。そういう場合に、そのようなと

ころを市として認めて、普通の行政連絡員さんの

ところに配るような形で、市のほうから広報を何

部か持っていくということはされているのか、あ

るいは考えているのか。 

  それからもう一つ、公共の場所とかＪＲの駅に

何カ所か置いているということですけれども、も

し70％以外の２割なり３割なりの方にもどうして

も知らせたいと、そういう意思があるのであるな

らば、市内広いとはいえ、たくさんのスーパーマ

ーケットとか、そういう人がたくさん集まるとこ

ろがございますので、そういうところにやはり置

いていただくと。つまり、いろいろな人が来ると

ころにそれを置くことによって、ふだんは目に、

自分のところに来ないけれども、じゃもらってい

こうかというようなことがやはりできると思いま

す。 

  そういうことを考えていくことが大切だと思う

んですが、その辺についてはどのようにお考えで

しょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ２点ほどありましたけ

れども、まず第１点目ですけれども、あくまでも

自治会は行政区という１つのエリアの中でいろい

ろな派生することもありますので、それを自治会

と、こういう形で位置づけるということは、これ

はできないと思います。 

  そういう中で、こういったお知らせ的なものを

受け取っていただくという組織ということで、先

ほど申し上げたような考え方で今後は進んでいく

と、こんなふうに考えてございます。 

  これは同じくそれぞれのところへ持っていくか

と、こういう問題では、ちょっと内部的にも詰め

ないといけない部分もございます。 

  グループも大小それぞれいろいろなグループが

ございますので、そのようなことで、でき得れば

公共施設等に近いところに置いておいてとりに来

ていただくと、この辺を基本的に考えていきたい

と思っております。 

  それから、２点目ですけれども、市内42カ所に、

今、広報については備えつけておりますけれども、

スーパー等という人が集まるところというお話が

ありました。これ以前にもご答弁申し上げたこと

がありますけれども、自治体によっては逆に、そ

ういうところに広報を置いて、今那須塩原でやっ
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ている行政連絡用として配布をするということは

やらないといいますか、逆にそういったところに

市民の方がとりに行っていただくという方法でや

っている市町村もあります。ただ、それを併用と

いうことになりますと、自治会で行政連絡員を通

しての文書、広報するものがそれよりも早く、ま

た多くの人がそれをそういう場所で受け取るとい

うことになると、現在のやっているシステムその

ものにも影響が出るといいますか、その辺は弊害

としてあるかと思っていますので、スーパー等に

ついては、現在のところ置く考えはありません。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） この問題については、

もう長いこと何度も聞いているんですけれども、

今のお答えの中で、せっかく市民協働推進課がで

きて、市民と行政とはたしか市長は織物に例えれ

ばたて糸とよこ糸の関係だというようなことをた

しか書いてあったと思うんですが、そういうこと

から言うと、市民の声とか市民の目線で物事は変

わっていっていいものだと思うんです。そうする

と、今スーパーなどに置くと、行政連絡員さんか

ら配るものとどうのこうのというふうなお話でし

たが、その辺もきょう、あすということではなく

て長い目で見ていったときに、じゃ、市の情報と

いうのは確実に届くことが大切なのか、早くみん

なに一斉に届くことが大切なのか、そしてまた、

世帯に配っても、その世帯の構成している人たち

が５人なり６人いた場合に、ほかのところで配っ

たものを見るということだって悪いことではない

と思います。 

  ごみも今度４月から変わります。そういう情報

についても、私としてはいろいろな方法で縦にも

横にも斜めにもと、こう、何て言うんでしょうか

ね、別に二重にわかっても悪いことではないと思

います。印刷の費用、紙の費用は、例えば倍印刷

したからといって何百万も何千万もふえるという

ものではないと思いますので、ぜひ広報なすしお

ばらを初めとした多くの行政情報は、いろいろな

方法でやはり知らせるような手だてをつくってい

ただきたいと思います。 

  次、２番目にいきます。 

  先ほどこの市民協働推進課で持っている団体が

５つだというようなことをおっしゃいましたが、

広報を行うのは、もちろんその団体が行うのが基

本だとは思います。けれども、現在市が運営補助

金を出して活動している団体の中には、補助金を

出すだけではなくて、市のほうが、その一部では

あるとは思いますが、事務の部分、あるいはいろ

いろな連絡の部分を持っているところもあるよう

に感じます。 

  そうすると、やはり市としては、市民に対する

広報活動というのは、特に合併に際して１つの行

政にしかなかったような団体について、その辺の

ところをする必要があるのかなと思うんですが、

その辺はいかがお考えでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 団体運営の補助金を出

して、実際私どものほうでも事務局を持っている

という団体がほとんどと言っていいほど、地域婦

人会連絡会は別として、事務局になってございま

す。 

  そういう中で、いろいろ団体の皆さんが活動を

すると。当然市の運営補助金を出していますから、

公益的な活動といいますか、そういったものを主

眼にやっていただいている団体でありますので、

できるだけ市のほうも先ほど申し上げましたよう

に、何かその団体が活動をするイベントを行うと

か、こういったものについては、できる限り市民

の皆さんにお知らせする手段として、市でできる

ことはやっていきたいと、このようには考えてお
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りますけれども、なかなか現実的には私もちょっ

と広報等を見てみましたらば、そんなに数は多く

はないという実態にはあるので、その辺は今後検

討課題ということで、でき得れば前向きに取り組

んでいければなと、こんなふうに考えております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 団体への運営補助金に

ついては、今多分、市のほうでどういうふうに補

助金を出していくかということについては、いろ

いろ考えているところだというふうにお伺いして

います。 

  それで、これなぜこういう質問したかと言いま

すと、とりあえずというか、合併をするときに、

それぞれの市と町で単独でやっていたような団体

につきましては、やはり広報活動が足りなくて多

くの人が入ってきていないという部分があります。

それで、私はそういう広報活動を合併したばかり

のときには、市のほうが特に事務局を持っている

のであれば、大々的に行って、その後、市民がた

くさん入ってきた後には、そういうことをやる事

務局そのものも市民に返すというか、市民がして

いくような形に持っていくのが、この団体のあり

方ではないかというふうに考えておりますので、

広報活動をしなければいけないという趣旨ではな

くて、ぜひ最初の取っかかりの部分だけはもう４

年間がたっていて少し足りないように思いますの

で、やっていただいて、その後、事務的なことも

市民ができるような力をつける、そういう助言な

りをしていただければいいんではないかというふ

うに考えて、この質問をいたしました。 

  ５つの団体だけではなく、市の中にはたくさん

の住民と市とのかかわっている団体がございます

ので、それも含めて、やはり市民協働推進課とい

うのはそういうものを担う一番の部分だと思いま

すので、これはそのように要望をいたします。 

  ３番目に移ります。 

  先ほど所管ということで伺ったんですけれども、

新しくこの課ができて、多分いろいろな市民の方

から意見も出ていると思うんですね、よかったと

か。 

  それから、意識の高まりというんでしょうかね、

こういう課ができて住民と市とで協働してまちづ

くりをしていくんだというようなことの意識も高

まってきているんだと思います。 

  そういう中で、先ほど来、午前中に質問があり

ました公民館のあり方ということから言いますと、

公民館がやはりこういうことを進めていくところ

の拠点にならなければならないと思うんです。そ

のときに、公民館が教育委員会の部門にあって、

そして市民協働推進課が企画の部分にあってとい

うことで、仕事をしていく上で、あるいは住民と

のかかわりの中で何か問題があるというようなこ

とを感じることがあれば、お知らせ願いたい。 

  それからもう一つは、住民の方からこの市民協

働推進課ができたことによって、何か意見がそち

らに伝わっていれば、そのこともお聞かせいただ

ければと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 公民館とのかかわりな

んですけれども、確かに公民館そのものもまちづ

くりの拠点でありますし、地域づくりとかまちづ

くりということで核になることは間違いありませ

んですけれども、もっと大きく考えますと、行政

と市民で協働してまちづくりをしていくという部

分では、市役所の中でやっている仕事、全部の分

野にこれまたがるわけでありまして、現時点では、

その中で公民館についてはそれなりの法律とか、

そういったものの考え方の中で公民館活動とこう

いう、ある意味では限定的な、行政上ですけれど

も、部分もありますので、それぞれの役割、役割
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でまちづくりを進めていくと、こんなふうに現時

点では考えてございます。 

  そういう中で、それらを包括して市民協働推進

課が、行政の第一義的な市民と協働の推進の窓口

ということでありますので、先ほど申し上げまし

た幾つかの自治会を初めとする地域住民に直結し

た窓口にはなっていますけれども、今後は、全庁

的にその協働のまちづくりを進めていくという中

で、全体的な進め方のまちとしての考え方とか仕

組みづくり、こういったものも市民協働推進課を

中心として、今後はそういったものをもつくりな

がら協働を着実に進めていくと、こういうような

立場、位置づけに市民協働推進課はあるのかなと

考えております。 

  それから２点目で、特別な意見等があったかと、

こういうことなんですけれども、私も市民協働推

進課の近くにはおるんですけれども、いろいろか

かわりのある団体等の皆さん等とのやりとり、そ

れから窓口の対応等々ありますけれども、そのほ

か市民の方からということでは、特別ここで申し

上げるようなことはなかったかと思いますけれど

も、以上、お願いします。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） この課については、多

分私の周りにいる市民の方からは、大変期待をさ

れているんだと思います。 

  まだできて１年ですので、今後への住民ともう

少しいろいろなことが一緒にできるんではないか

という期待があると思いますので、これは今後に

見ていきたいと思います。 

  最後に１つ、このたび設立、認証の権限が移譲

されるというＮＰＯ法人との関係なんですが、こ

れも非常に地域活動ということから言うと大きな

ことで、これが市に移譲されるということでどん

なふうなかかわり、何か変わることがあるのかど

うか。あるいは、このＮＰＯ法人とのかかわりに

ついて、今までのいろいろな団体と、例えば補助

金の問題などに関して、何かお考えがあればお聞

かせいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） この４月から権限移譲

されて、ＮＰＯの認証事務等を私どもの窓口で取

り扱うことになると、こういうことで、これまで

も市内に30幾つかの団体がありますが、正直なと

ころ、それらの方々とのやりとりというのは、余

りなかったというのが実情です。 

  今後、この窓口になりまして、新たな認証等は

もちろんなんですけれども、年度、年度でそれぞ

れ事業報告なりを私どものほうで今度は受け取る

ということになるので、相対してお顔を見たいと

か、活動の内容をこちらも知り得ますし、活動し

ている方々も何か市のほうにと、こういうご要望

もあるでしょうから、そういう事務を進めながら、

まちづくりの、これもＮＰＯさんも基礎的な団体

と認識しておりますので、今後はそういう意味で

連携をしながらまちづくりに何かできるかなと、

こんな期待も持っております。 

  補助金というのは、ＮＰＯそのものへの団体の

補助というのは特段考えてはございません。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） ＮＰＯ法人が市のほう

でその窓口になるということは、大変いいきっか

けだと思いますので、今後団体としてはいろいろ

なユニークな団体もございますし、市のまちづく

りをしていくために、とても大きな存在だと思い

ますので、ぜひ来年度以降、窓口としてかかわっ

ていただきたいと思います。 

  次に移ります。 

  ２番目、職員が使用しているパソコンのセキュ
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リティー対策について。 

  現在、職員が使っているパソコンには、個人情

報がたくさん入っていると思います。情報漏えい

を防ぐためには、そのセキュリティー対策の周知

徹底が必要不可欠なことだと考えています。 

  ①パソコンのセキュリティー対策をどのように

行っているのか。 

  ②パソコン使用に当たって、職員への指導の周

知徹底はどのように行っているのか、お伺いいた

します。 

  ③現在市で使っているパソコンの台数と、その

更新方法、その内容、そして今後の計画について

お伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 職員が使用しているパ

ソコンのセキュリティー対策ということで３項目

ほどご質問いただいておりますので、順次お答え

いたします。 

  まず、①のパソコンのセキュリティー対策につ

いてでありますが、市の情報資産の機密性、安全

性及び正確性を維持するための対策を定めており

ます。この定めを那須塩原市情報セキュリティー

ポリシーと、このように称してございます。 

  市の職員は、この那須塩原市情報セキュリティ

ーポリシーを遵守することによりまして、パソコ

ンのセキュリティーは図られていると、このよう

に考えております。 

  次に、②の市職員への周知徹底ですけれども、

ネットワーク上の共通文書に那須塩原市情報セキ

ュリティーポリシーと、これを要約いたしました

概要版としての情報セキュリティーハンドブック、

これが保存をされておりまして、職員は必要に応

じて確認をすることができます。 

  また、所属ごとに情報資産の管理や運営に携る

担当職員を置いておりまして、年に数度、この担

当職員を交えた情報資産所属担当者会議なるもの

を開催いたしまして、各所属職員へのセキュリテ

ィー対策に必要な情報の周知を図っているところ

であります。 

  なお、新規採用職員、毎年入ってくるわけです

けれども、その職員に対しましては、毎年４月に、

この情報セキュリティー研修を実施しているとこ

ろであります。 

  それから、３点目ですけれども、パソコンの台

数とその更新方法、それから内容、今後の計画と

いうことでありますけれども、現在職員が使用し

ているパソコンの台数は、情報系システム、これ

が935台ほどあります。それから、基幹系システ

ム、これが203台、合わせまして1,138台でありま

す。 

  パソコンの導入は、まずパソコンを納入する業

者と価格を決定した上で、リース業者と賃貸借契

約を締結していると、こういう状況であります。 

  今後、パソコンの賃貸借契約が順次終了してま

いります。賃貸借契約が終了するパソコンの台数

と市職員の人数を勘案した上で、リースするパソ

コンの台数を決めまして、順次新たに賃貸借契約

を締結していくと、こういうことになります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 最初のパソコンのセキ

ュリティー対策については、情報のセキュリティ

ーポリシーというものがあるということはわかり

ました。 

  これを市の職員、そして新しく入られた職員に

もそのことを遵守してもらっているということで

すが、そのセキュリティーポリシーに関しては、

臨時の職員などパソコンを使っている方も全く同

じと考えてよろしいのかどうか。 
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  それからもう一つ、先ほど職員へのパソコンと

いうことだったのですが、これは庁舎内だけでは

なくて図書館とか公民館、あるいは体育施設、そ

れから今年度から配備した学校などに関しても同

じだと考えていいのかどうかお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） セキュリティーポリシ

ーの遵守の関係ですけれども、当然臨時職員も位

置づけは公務員という位置づけになりますので、

これを守っていただくと、こういうことになりま

す。 

  それから、パソコンにつきましては、ただいま

お話ありましたように、学校を除きまして全部と、

こういうことになります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 学校を除いて全部とい

うことは、今年度学校の教員に対して市から配備

したものについては除くという考え方でよろしい

のですか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 一元的に全部やれれば

一番いいんですけれども、学校につきましては、

先生の数も相当おりますので、それ１台というこ

とになりますと、ちょっと現在の組織の中では一

元化ということでの管理ができませんので、教育

委員会と分けてやっていくと、こういう方針で進

んでおります。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） セキュリティーは万全

だというようなお答えだったと思うのですが、今

まで那須塩原市に合併になってから４年間に、何

かパソコンから情報が流出したとか、あるいは職

員の中で何か問題があったとか、そういうことは

ございましたでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 結論から申し上げまし

て、漏えいということでの事件は起きておりませ

ん。 

  先ほどから基幹系、情報系と、こういうことで

なかなか一般の方には理解できないような言葉を

使っておりますけれども、基幹系というのは、市

民課、税務課とかそういうこところで使っている

システムを言います。住民記録システムとか戸籍

のシステム、それから住民税等々ですね。この基

幹系と、それから情報系というのは、職員がそれ

ぞれ庁内でいろいろな連絡をするメールシステム

とか、ホームページをつくったりとか、そういっ

たガルーンというようなグループ・ウェア・シス

テムもあるんですけれども、そういったことで使

うネットということで、基幹系と情報系というの

は全く結びつきがありません。これは回線が全然

別ですので、完全に切り離したネットワークにな

っています。 

  行政情報の機密性ということからいけば、当然

ながら基幹系のシステムということになります。 

  基幹系のパソコンにつきましては、パソコンそ

のものは、情報そのものがサーバーに保存をされ

ていまして、パソコンでできることは記録情報の

閲覧と、そこに入力をしたり、それから証明書な

どを印刷する、こういうことしかできません。で

すから、記憶はパソコンに残るのではなくて、全

部サーバーに残ると、こういうシステムになって

ございます。 

  そういうことですので、そちらについて情報が

外に漏れると、こういうことは、例えば、本当に

悪用してその基幹系の端末は印刷はできますので、

その一部のものを例えばどこかに持ち出してしま

うということは可能性はなきにしもあらずですけ

れども、それは市職員のモラル上、それは公務員
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としてやってはいけないことになっていますので、

それ以外のことは考えられないと。 

  それから、情報系については、そういうことで

通常、先ほど申し上げましたものにアプリケーシ

ョンソフトとして、計算機能とか文書の機能等が

あるんですけれども、そういったものを活用して

仕事を進めていると。こういうことで、これにつ

きましても、原則、その中でも重要な部分はファ

イルサーバーというところに保存しなさいという

ことになっていますので、職員が持っている端末

の中には、どちらかといえば、いろいろな文章を

使ったりとか計算をさせたりとか、事務的に使っ

ているわけですけども、そういったデータが残る

と。それも個人情報を含むものもありますので、

それの取り扱いについては、情報セキュリティー

ポリシーの中でそれぞれに定めがあると、こうい

うことになっていまして、そういうシステムの中

でやっておりますので、先ほど申し上げましたよ

うに、漏えい等はこれまでにないということで、

ポリシーを遵守しながら仕事が進められている環

境にあると、このように思っております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） わからない言葉もあっ

たんですが、セキュリティーは今のところ万全に

やっているということはわかりました。 

  午前中にも話がありましたが、モデル事業とし

て、公民館で今度からは個人情報というか戸籍と

かそういうものがとれるというふうな計画をして

いるということでしたが、これは、そうしますと、

今度基幹系のいわゆるパソコンの端末が外へ出る

ということ、公民館に持っていくというふうにな

る、そのモデル事業だというふうに考えるんです

が、その辺について公民館というところは、職員

だけではなくていろいろな方が仕事についたりす

る場所だと思いますので、その辺のセキュリティ

ーについては、今までと同じような形で大丈夫な

のか、少し心配になったんですが。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 基幹系、情報系も同じ

ようなことなんですけれども、職員そのものには

ユーザーのＩＤ、それからパスワードを入力しな

いとパソコン開きません。基幹系も当然なんです

けれども。 

  特に、基幹系につきましては、このＩＤ、パス

ワードにつきましては、年１回以上変更すると、

こういう決まりで運用をしています。ですから、

多分公民館でやるものについても、基本的に臨時

さんがその情報をＩＤ、パスワードを持ってとい

うことはあり得ないと考えておりますので、ただ

いま議員が申された心配というところは、原則的

にはあり得ないと思います。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） わかりました。 

  では、３番目のところに入ります。 

  パソコンの台数とその更新のことについて先ほ

どお話がありましたが、基本的なところで５年の

更新でリース契約を結んでいるということなんで

すが、これからどんどん更新になっていくという

お話でした。 

  ５年というと、合併して４年なので、その以前

のリースしたものがつながっているものがあると

思うんですが、かつての３つの市と町でのパソコ

ンの契約の仕方も同じだということでよろしいん

でしょうか。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） かつて旧３市町のとい

うことの理解でしょうか。 

  ５年リースという基本的なことでやってきたの

は３市町とも多分同じだと思います。こういった

機器類等については、大体５年ぐらいが耐用年数
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だということです。ただ、その中で例えばパソコ

ンについて申し上げますと、リース期間が終了し

たときに納入業者のほうがリースアップしたとき

に引き取りますよという契約と、そのまま無償で

リースをしていたときにそれぞれの市・町が譲り

受けますよと、こういう契約はあったかと思いま

す。 

  ちょっと３市町のことは、旧黒磯市については

返却をするという基本的なことで来たように思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 前の市や町のことはわ

からなくて、それはそれでいいんですが、５年更

新のそのリースということは今後、例えばことし

のこの３月で終わるものもあると思うんですね。

来年に終わるもの、そういうものを５年でリース

した後のパソコンというのが、例えば今年度の３

月で100台とかの単位で出てくると思うんですが、

それがわかればどのくらいで、その後の部分はど

うするのか、その処分のやり方はどうなっている

のかについて伺いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） ちょっと蛇足になるか

もしれないんですけれども、まず21年の１月で５

年間が切れるわけなんですけれども、これまで先

ほど旧３市町の話がありましたですけれども、無

償でそれぞれ旧３市町の契約で引き受けた。那須

塩原市に無償で受け取ったというパソコンの台数

が、20年度末までに294台あるんですよ。これは

西那須野の情報管理のほうでサーバー室に順々に

保管をしているわけです。 

  このものにつきましては、基本的に今まで何ら

廃棄処分等をとらないで来ていたものですから、

先日、質疑の中で処分費の53万円と申し上げまし

たですけれども、そういうことでハードディスク

そのものは処分を厳重にしますけれども、それを

やりますと、あとは産廃と、こういうことになり

ますので、一山幾らというようなことになってし

まうんですけれども、そういうことで処分をして

いくということです。 

  今回の21年なんですけれども、一応79台ほどリ

ースアップになると、このように考えております

というか、そういう予定です。 

  今後も５年、５年が毎年来ますので、200台か

ら260台とか百何十台とか、年によっても違いま

すけれども、こういうことでパソコンが戻されて

くるとか、市のものになります。その中で基本的

なやり方としては、使えるものといってもそうは

あり得ないんですけれども、まず第一に、情報を

パソコンも職員の使っているもの、故障もします

ので、そういったある程度使えるものは代替機と

して利用をするということが１つあります。 

  それから、その中で部品等をとるといいますか、

主に使う部品どりということで、そのパソコンか

ら部品をとってしまうということもあります。残

りの部分は廃棄処分をする。大きくこんなような

考え方で今後も進めたいと思っております。 

  １年間を置いておいて、今申し上げました作業

を、１年間はそのまま置いておきます。今みたい

な作業をやります。 

  不必要なところは処分をしていくと、こういう

ことで数が多くなっていきますので、そういった

処分をしていきたいと、こんなふうに考えていま

す。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） パソコン、５年間使っ

てリースだということですが、聞いておりますと、

５年使ってリース終わったものはそのまま市に残

るというようなものが多いということなんですが、

物によってはそれは使えない、あるいは部品をと
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るだけしかだめということでも、数がこれだけ多

いと再利用ができるものがないということはない

ような気がするんですね。つまり、使い終わった

パソコン、それが情報系であれ何であれ、そこに

情報が入っているわけなので、この市では使い終

わったパソコンの再利用の仕方の基準なり、何か

規約なり、そういうものというのはあるのかどう

かお伺いいたします。 

  それから、今まで５年たったけれども、まだ使

えるというようなパソコンについて、例えば市の

どこかの団体からそういうものを使わせてほしい

とか、あるいはというようなそういうものがあっ

たかどうかについてもお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 企画部長。 

○企画部長（高藤昭夫君） 今、議員お話のとおり、

再利用が期間は１年もつか２年もつか、それはわ

かりませんですけれども、そういうパソコンもあ

ります。 

  その再利用をするときの基準といいますか、内

部で使うのは、先ほど申し上げました故障等の代

替なんですけれども、それを再利用するというの

は、現実まだ行っていませんですけれども、それ

と、パソコンの中に記憶されている情報が残って

いるハードディスクがあるんですけれども、これ

を例えば再利用で第三者にそのパソコンを団体に

お譲りすると、こういうときには物理フォーマッ

トという方法で、そのハードディスクに書き込み

をしてしまうんだそうです。私も技術的なことよ

くわかりませんですけれども。そうしますと、現

在残っているデータを再現することがほぼ不可能

だと、こういうことで現在中古のパソコン等も市

場に出ているような時代になってきているようで

すけれども、そういったことで再利用をしていく

ということで、パソコン3,000円とか4,000円で引

き取りしますというようなことがだんだん傾向と

して出てきているということでありますので、そ

ういうときにはそういう物理フォーマットをかけ

ると、これがポリシーの中の基準であります。 

  現実にそういう第三者で申し入れ等があったか

ということなんですけれども、実は昨年末にある

一団体から、これは公益団体なんですけれども、

何台か有効に使うのでお譲りいただけないかとい

う話はありました。 

  私どもとしては、これまで外部にそういったお

譲りをしたことがなかったものですから、ありま

せんので、その情報の漏えい的な部分で心配が物

理フォーマットかければないということであれば、

有効に使っていただけるのであれば、そういうこ

とも考えられるんじゃないかということで、ただ

そういう実例が今までありませんので、何らかの

基準づくりが必要だと、こういうことで、現在例

えば当然のことながら、その団体さんのほうは非

営利の団体に限るとか、それから台数とかそうい

ったものをどうするかと、それからそれがお譲り

した後に、またほかの方に譲渡をされると、こう

いうときに何か制約を担保するものもどうするか

と、そういったものとか、当然お譲りをしても、

リースアップしたものですので、その後故障が起

きたりとか、そういったものは譲渡先の責任で行

うと、こういった条件等々、そういったものの整

備をして、情報をきちんと整理をしてお譲りする

ときにはお譲りするということで、正直なところ、

その申し入れがあった団体には正式にまだ書類で

文書を受け取ってもおりませんし、私どものほう

も正式な回答はしていないんですけれども、そう

いったことで、今年度内にそういった基準づくり

をして、そういう申し入れがあったときには、新

年度から対応、検討をしていくような方向で、今

担当としては考えております。 

  庁内的には今後そういったことで、庁内の内部
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の意思決定もしてもらわなくちゃいけないわけで

すけれども、方向としては、そのようは方向で考

えているところであります。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 使い終わったパソコン

を、市の個人であれ、公益団体であれ、使いたい

というようなことがやはり出てくると思うんです。

数がこれだけ多いということは、そういうことを

しようと思えばできるんだと思うんですが、今、

部長が今年度中にはそういうものの基準をつくっ

て来年度からということをおっしゃいましたが、

やはり数も多いですし、それからきちんとした基

準をつくらなければ、じゃ私にも、じゃこっちに

もというふうになりかねません。 

  それで、そういうことに対しては慎重であって

ほしいと思いますし、そういうお話が現実に年末

に出てきているということも私も聞いております

ので、そういう話がひとり歩きして、市はそうい

うことを言えば、もしかしたらもらえるかもしれ

ないよなんていう話が広まることもないこともな

いというか、あるかもしれないということで、ぜ

ひその辺の基準は内部的なものではあるとは思う

んですが、きちんと決めていただいて、外からの

対応はしていただきたいというふうに思います。 

  この部分はこれで終わります。 

  次、３番目、市営駐車場について。 

  ＪＲの駅周辺の有料の市営駐車場の中には１週

間以上の駐車があるというふうに聞いております

が、その現状について伺うものです。 

  ①市営駐車場の設置の目的はどんなものなのか。 

  ②その料金や時間の決め方はどのようになって

いるのか。 

  ③黒磯駅の周辺にある黒磯駐車場と黒磯駅前西

口臨時駐車場は、１回につきそれぞれ300円、400

円となっておりますが、そういう決め方で問題は

ないのかどうかお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） ３点ご質問があり

ましたので、順次お答えをさせていただきます。 

  まず初めの市営駐車場の設置目的でございます

が、市営駐車場条例では、道路交通の円滑化を図

り、公衆の利便に資するためとなっております。

主に、道路への違法駐車をなくし、交通の円滑化

の確保を図ることを目的としておりますが、駐車

場によっては商店街での買い物等の駐車場として

利用されてもおります。 

  次の２番目の料金、時間の決め方についてでご

ざいますが、設置目的に沿った形で市民の皆さん

に広く公平に利用していただくため、駐車場の立

地条件、環境条件や周辺の民間駐車場とのバラン

スなどを考慮しながら料金等を設定しております

が、原則として短い時間で入れかえできる料金体

系にしております。 

  次に、３番目の黒磯駐車場と黒磯駅前西口臨時

駐車場の利用料金に問題はないかとのご質問でご

ざいますが、この黒磯駐車場と黒磯駅前西口臨時

駐車場については、合併前からの利用料金で、黒

磯駅との距離的な立地条件の違いで利用料金に差

はありますが、１回利用ごとの料金となっている

ことから長期駐車が見受けられます。 

  したがいまして、利用料金の見直しについて必

要な時期に来ているものと考えておりまして、平

成21年度内に利用料金を改定する予定としており

ます。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 市営駐車場について、

やはり短時間で使うというようなことが基本だと
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思っておりましたので、この３番目の黒磯駐車場

と黒磯駅前西口臨時駐車場については問題ではな

いかと思っておりました。 

  21年度内にこれを今改定する予定だということ

をお聞きしたんですけれども、どんなふうに改定

するのかということをお尋ねしたいのと、もう一

つ、なぜ黒磯駅前西口臨時駐車場と、「臨時」と

ついている理由について、臨時であればもう少し

短い期間なのかと思うんですが、かなりここが開

設されておりますので、その理由、あるいは今後

どうするのかについて伺いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） ２点ご質問があり

ましたので、順次お答えをさせていただきます。 

  改定の方向性といいますか、基本的なスタンス

の件だと思いますが、ある程度、例えば黒磯駅前

につきましても、時間で幾ら、そして加算をして

いって１日でなかなか値上げが今難しいときです

から、今400円ですから400円が限度です。２日目

はまたゼロから戻って400円足させていただきま

すというような形で、連続してとまっている場合、

その分だけお金をいただく。今は１回出るときに

ということなものですから、１週間いようが１日、

想定は多分つくったときは１日だったと思うんで

すが、現実はそういうのがあって、いつまでもと

まっていて、本当は出るか出ないかわからないう

ちに長くなってしまって不法に投棄されているよ

うな状況があったということが伝わったんだと思

います。 

  それから、臨時の単語の話ですが、「臨時」と

ついたいわれにつきましても、私もこれは伝聞に

なるんですが、駅前の臨時駐車場につきましては、

将来的には駅広場になる用地だそうでございまし

て、ずっと駐車場として確保して担保している土

地じゃなくて、たまたま駅前広場の部分をもった

いないのでそちらに活用させていただいていると

いう意味で「臨時」とついておりますが、長く今

まで駅広の整備が進んでこなかった関係上、ずっ

と最初から何か駐車場で用地取得したのかなとい

うように誤解されるかもしれませんが、そういう

話だというふうに私は聞いております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 １時５９分 

 

再開 午後 ２時０９分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ここで生活環境部長より発言があります。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 先ほどの臨時駐車

場の件で、少し言葉が足らなかったという点があ

りましたので、少し補足をさせていただきますが、

私の発言では、駅広の整備ということでお話しし

ましたけれども、誤解を受けるといけません。駅

広の中に入るエリアとしてと、こういうことでは

ありませんので、そうすると、駅広が大分こちら

にずれてきてしまうんじゃないかという話になり

ますので、駅広等を含めた駅前の整備をしようと

いう計画等が従前ありましたけれども、そういう

駅広の整備の種地として活用するということで、

駐車場として買ったことではないというのは間違

いありませんので「臨時」とつけておりますが、

そういう最終目的までは決まっていないというふ

うにご理解いただければありがたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） よくわかりました。 
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  この２つの駐車場の１回当たり幾らというのが

来年度には変わるということで、そして、臨時駐

車場というのも黒磯市のときからの懸案だという

ことで、今後の課題になっていくんだと思います。 

  では、次に移ります。 

  ４番目、民生委員の役割について。 

  これについても、かつて質問をしておりますの

で、確認というような意味で質問いたします。 

  民生委員は、福祉行政にとってはなくてはなら

ない存在だと思いますが、地域により、その成り

立ちによりというんでしょうか、住民へのかかわ

り方に違いがあるというふうに思います。 

  そこで、①民生委員の担うべき役割について、

具体的にどんなことなのか、那須塩原市について

はどうなのかということをお伺いいたします。 

  ②地域の高齢者世帯などへの定期的な訪問はど

のように行っているのかお尋ねいたします。 

  ③今後、民生委員に期待することはどんなこと

なのかについてお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 21番、山本はるひ議員の質

問にお答えをいたします。 

  ４の民生委員に関する質問でございますけれど

も、民生委員につきましては、法律において給与

を支給しないこととなっており、ボランティアと

してさまざまな活動を行っていただいております。 

  そういう位置づけの中で、①の民生委員が担う

べき役割についてでありますが、民生委員法の第

１条に、民生委員は社会奉仕の精神を持って常に

住民の立場に立って相談に応じ及び必要な援助を

行い、もって社会福祉の増進に努めるものとする

と規定されており、ここの職務については、同法

第14条に明記されております。 

  主な内容を申し上げますと、住民の生活状態を

必要に応じて適切に把握をしておくこと。次に、

援助を必要とする者が、その有する能力に応じて

自立した日常生活をいつも営むことができるよう

に、生活に関する相談に応じ、助言のほかの援助

を行うこと。また、必要に応じて住民の福祉の増

進を図ることなどとなっております。住民の身近

な相談相手として、助言、福祉サービスについて

の情報提供や、行政機関等との橋渡し役などの役

割を担っております。 

  次に、②の高齢者世帯などへの定期的な訪問に

ついてでありますが、見守りが必要な世帯につい

ては、民生委員の判断により定期的に訪問してい

ただくこともありますが、通常は民生委員の活動

の範囲の中で随時訪問していただいております。 

  次に、③の今後、民生委員に期待することにつ

いてでありますが、先ほど申し上げました法の規

定条項を初め、地域の身近な相談相手として活動

していただくことにより、地域住民の生活全般の

よりどころとなり、地域福祉の一層の向上につな

がるものと考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 民生委員の活動につい

ては、今、多分市の中で204人の方がこの仕事と

いうんですか、ボランティアだと今おっしゃいま

したが、担っているんだと思います。 

  それで、皆さんそれぞれ地域によって事情が違

うということはございますが、２番目のところで、

高齢者世帯というのが今ふえておりまして、その

方たちが相談相手とか、それこそ行政との橋渡し

というようなことで、とても民生委員の方を頼っ

ているという状況があるんですけれども、先ほど

定期的な訪問はそれぞれの民生委員に任せている

というか、判断によるというようなことではあっ

たんですが、全く何年も訪問されていないという
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ような話を、１人とか２人ではなくて聞くことが

ございまして、その辺のところをたとえボランテ

ィアであるとはいえ、そのような先ほどの役割を

担っているわけですので、その辺のところの現実

について担当の課のほうではわかっているのかど

うかについて、少しだけお尋ねいたします。 

○議長（植木弘行君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 高齢者、特にひと

り暮らしの高齢者ですとか、あるいは高齢者のみ

の世帯というところの訪問ということだと思いま

すが、先ほど市長のほうからも答弁いたしました

が、基本的には民生委員さんが高齢者宅を訪問を

させていただいて、その状況、本人の健康度合い

といいますか、元気の度合いですとか状況や、本

人の意向などを確認をする訪問調査というのをま

ずするようになっております。 

  その結果、訪問の頻度などをそれぞれの民生委

員さんで判断をしていただくというのが、基本的

なものでございます。 

  そういう中で、ひとり暮らしの高齢者の方々で

すと、例えば、地域包括支援センターですとか、

あるいは介護事業者等がかかわっている高齢者も

多数おられますので、それらの方々との役割を分

担しながら見守るということもございます。 

  また、中には訪問を拒否する高齢者の方もいる

というふうに聞いております。 

  したがいまして、一概に民生委員さんが常に訪

問するということには限らない場合がございます

が、例えば今言われましたように、民生委員さん

が一度も何年も行ったことがないというお話でご

ざいますけれども、そういうことはちょっとない

と思っておりますが、仮にそういうことがあるの

だということであれば、民生委員活動としての活

動が行われているというようには言いがたいとい

うことになりますので、民生委員さんの研修会、

あるいは９地区に分かれて地区民協というのがあ

りますが、地区民協の中でも話し合いの中でもま

たその辺を申し上げて、ご指導といいますか、申

し上げることになると思うんですけれども、いず

れにいたしましても、地域福祉という観点から申

しますと、民生委員さんのみが担っているという

わけではございませんで、地域に住んでいる人々

一人一人と、それから自治会の組織の関係ですと

か、議員さんも含まれるかと思いますが、それぞ

れの方が補完し合いながら、地域福祉、あるいは

要援護者の方々への見守り援助等が必要ではない

かと、それが大切なんではないかと思っておりま

す。 

  ただ、民生委員さんそのものは、その中心的な

役割を担うことにはなると思いますので、各民生

委員さん方にはそれらの認識のほうを再度してい

ただくようお願いをしていきたいと思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 私がここで言いたかっ

たことの一番は、個々の204人の民生委員さんの

それぞれのその方のことではなくて、先ほど市長

が答弁なさったように、民生委員はボランティア

というような、仕事ではないという認識だと思う

んですね。 

  それで、そのボランティアでありながら、市が

本来やるべきというか、福祉に関して非常にたく

さんのことを期待されているんだというふうに感

じます。それで、それなのにボランティアである

と。お年寄りに限っていえば相談相手になったり、

あるいはいろいろな福祉のことに関して市との橋

渡しをしたり、あるいは生活状況の変化があれば、

それを把握して、やはり市にそのことを持ってい

くなり、いろいろな手続をしてあげるというよう
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なことを期待されているのが民生委員だと思うん

ですね。 

  それなのに、仕事ではなくてボランティアであ

るということなので、この民生委員がいろいろな

場所、那須塩原市は広くて204人もいる中にあっ

て、やはりもう少し市の行政のほうがもっともっ

と何というんですか、フォローしてあげないと、

民生委員のほうが非常にかかわりにくくなるんで

はないかというふうに感じるので、こういう質問

をしました。それについてはどのように考えてい

らっしゃるかお尋ねいたします。 

○議長（植木弘行君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 今のお話は、市の

ほうがもっと民生委員さんにかわってといいます

か、高齢者宅をというお話なのかどうかちょっと

わかりませんが、先ほど言いましたように、９つ

の地区民協が那須塩原市にございまして、ちょっ

と若干地区によって違いますが、毎月開催してい

るところもあれば、２カ月に１回開催していると

ころもございますが、その中でも高齢者の会とか、

そういういろいろな会がございますけれども、そ

ういった中で、例えばこういったケースの場合は

どうしたらいいだろうとか、そういったものも含

めまして、地区民協の中で相談といいますか、ケ

ースの検討といいますか、そういったものをされ

ておりますので、市が、そこには当然市のほうも

同席しておりますので、どういう意味合いかちょ

っとあれなんですが、市のほうも民生委員さんの

ほうと協力、連携をしながら進めているというふ

うに考えております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 個々のケースをここで

話すわけにいきませんので、少し抽象的にはなる

と思うんですが、ぜひ各地域の民生委員さんと市

の福祉の担当の方と密に話をしていただいて、本

当に必要としている方々、別に高齢者世帯だけで

はなくて、そういう方々に本来の援助とか、本来

の福祉に対するものの橋渡しができるような、そ

ういう体制をとっていただきたいと思います。 

  これで４番目は終わります。 

  次、最後になります。 

  ５番目、公民館の増改築及び周辺整備について。 

  市内の公民館はまちづくりを推進するに当たっ

て、地域活動、生涯学習の拠点として重要な役割

を担っています。 

  ①公民館を整備するに当たり、今後のいろいろ

な計画の見通しについてお伺いいたします。 

  ②新築あるいは増改築の具体的な計画があれば、

それについてお伺いいたします。 

  ③今後、公民館の駐車場など周辺整備をどのよ

うに行っていくのかについて伺うものです。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 公民館の関係で３点ほ

どございます。 

  まず①と②関係ございますので、答弁させてい

ただきます。 

  公民館の今後の整備計画につきましては、現在

のところ、先ほども申し上げました稲村公民館の

敷地の確保の計画以外にはございません。 

  ③駐車場などの周辺整備につきましては、幾つ

かの公民館で意見が出ているということは存じて

おりますけれども、今後は利用者や地元の意見を

聞きながら、十分調査研究をしていきたいという

ふうに思っております。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 公民館の新築とか増改

築については、先ほど午前中の質問にありました

稲村公民館についての敷地に関するもの以外はな
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いということで、これは了解いたしました。 

  敷地が確保できれば、次はそこに建設をすると

いうふうになるんだと思います。ぜひ稲村公民館

に関しては、前に増築したときというか、改築を

したときにいろいろな考え方の違いとかで１年間

おくれたという経緯がございます。公民館、今後

も非常に大切な場所ではございますので、そうい

うことのないようにいいものをつくっていただく

ようなことを要望して、この１番と２番は終わり

ます。 

  ３番目の駐車場のことなんですが、稲村公民館

の駐車場が狭いということに関しては、今後のこ

とになるので、これは省きますが、問題になって

いるのが、いきいきふれあいセンター、黒磯公民

館のある部分の駐車場についてです。 

  これも以前の議会で聞いたことがございますが、

何度聞いてもこれ以上どうしようもないという答

えです。けれども、黒磯公民館は公民館だけでは

なくて、あの中に福祉の社会福祉協議会がござい

ますし、それから子育ての相談センターとか子育

てサロンもございます。そして、消費者の行政の

センターもあるということで、利用する人が非常

に車いすを使ったり、ベビーカーを使ったり、そ

れから高齢者のことだということで、あの駐車場

では数だけではなくて、あの形態、その砂利のま

まだということで非常に使いにくくしているのが

現実です。それをどういう理由があるのかがわか

らないんですが、いつまでたってもよくならない

ということについて、住民の方は本当にたくさん

訴えてきます。そこのところを、ここでどういう

ふうにしていく予定なのか、あるいはしていかな

いのかお答えいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育部長。 

○教育部長（君島富夫君） 建設当時からのいきさ

つといいますか、そういうことがあったんではな

いかと思いますけれども、あの駐車場の敷地その

ものは都市公園に入っております。それで、多分

面積が2,000平米ぐらいあるのかなと思いますけ

れども、その半分ぐらいはいきふれを建てるとき

に、地主さんのほうから購入して市有地になって

ございます。当初の計画では、その市有地1,000

平米で駐車場オーケーという考えでおったわけで

すけれども、現実に今、山本議員おっしゃったよ

うに、施設そのものからすると人の人数がかなり

集まるということで、それでは不足するだろうと

いうことで、その部分について、公園として借地

をしたわけですけれども、その借りるときの条件

として駐車場に一部させてもらうということで、

地主さんに了解をもらって駐車場をつくったとい

う経過であります。 

  そして、なおかつ排水等々もありますし、あと

公園内ということもあったので、自然で残そうと

いうのが一番最初の発想であったわけであります。

そういうことで、建ててからもう十四、五年にな

ると思います。 

  そんなこともありまして、当初は通路そのもの

も砂利道だったと思います。現在、一部通路だけ

が舗装になっている状況でありますけれども。 

  そういうことがありましたので、多分ずっとこ

のまま来たんだと思いますし、ただ公園法から言

うと、木、伐採も許可をもらわないとなかなか県

もできないと、こういう状況でありますので、そ

ういう意味からなかなか整備が進まなかったとい

うことになりますので、その辺はもちろん整備す

るということになれば、そういう問題もあるし、

予算の関係もありますから、ここで、すぐに云々

という話にはならないし、私どもの所管だけでは

ありませんので、担当の所管とも十分協議させて

いただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 
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○２１番（山本はるひ君） 黒磯公民館いきいきふ

れあいセンターの駐車場については、何度伺って

も、こういうところでないところで伺っても、ど

うしようもないという答えしか返ってこないんで

すが、とするのであれば、せめて子育て相談セン

ターとそれから社会福祉協議会のほうをほかの場

所に移して、いらっしゃる方の利便性を図るとい

うことも考えなければいけないんではないかなと

いうふうに思うんですが、それも横断的ないろい

ろなものがあると言われてしまえばそれまでなん

ですが、そのことについてはいかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 社会福祉協議会の

黒磯支所と子育て相談センターを別な場所にとい

うことでございますが、ちょっと突然言われたも

のですから、じゃ、どこにということも今のとこ

ろ想定はしておりませんけれども、子育てそのも

のも大分利用が多くなってきているということは

認識しておりますので、面積的にどうかとかそう

いったものは今後検討していきたいと思いますけ

れども、どこかに移動させるかというのは、今の

ところはちょっと考えておりません。 

○議長（植木弘行君） 21番、山本はるひ君。 

○２１番（山本はるひ君） 急な質問でそういうお

答えしかないとは思うんですが、駐車場をいろい

ろな敷地の関係で、あれ以上どうしようもないの

であれば、やはり利用する方たちが非常に不便で

あるのであれば、それを動かすということも１つ

の考え方だと思いますので、そういうことを要望

して、私の質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で21番、山本はるひ君

の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 鈴 木   紀 君 

○議長（植木弘行君） 次に、６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 皆さん、こんにちは。 

  議席番号６番、鈴木紀です。公明クラブです。

通告の順に従いまして一般質問をさせていただき

ます。 

  初めに、地球温暖化対策についてお伺いいたし

ます。 

  地球温暖化、低炭素社会、循環型など、環境に

かかわる言葉を聞かない日がないことで、地球環

境問題への対応は重要課題であります。 

  また、循環型の模範として注目を浴びているの

が、江戸時代であるとも言われております。 

  2007年の国内の二酸化炭素排出量は過去最高13

億7,100万ｔとなり、これは90年度比を8.7％もオ

ーバーしているとも言われております。京都議定

書から換算すると、実質的には9.3％の削減が必

要であるとも言われております。 

  最近、暮らしと環境に関する世論調査の結果が

報道されましたが、温暖化について７割が深刻に

なると回答されました。また、有効な温暖化防止

策としては、太陽光、風力発電などの新エネルギ

ーの利用を上げる意見が約90％と、最も多くあり

ます。それらの観点から３点質問いたします。 

  最初に、那須塩原市版環境マネジメントシステ

ムは、実行計画を平成19年度から23年度までの５

年間とし、温室効果ガスの削減を計画的に推進す

るとあります。温室効果ガスの削減目標の進捗状

況についてお伺いいたします。 

  次に、那須塩原市「エコ・デー」を創設する考

えはあるのかについてお伺いいたします。 

  ３点目は、太陽光発電システム住宅への補助制

度の早期創設についてお聞きいたします。 

  以上、よろしくお願いいたします。 
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○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ６番、鈴木紀議員の質問に

お答えをいたします。 

  地球温暖化対策について３点ほどありますので、

逐次お答えをさせていただきます。 

  ⑴の那須塩原市版環境マネジメントシステムに

よる温室効果ガスの削減目標の進捗状況について

お答えをいたします。 

  この環境マネジメントシステムは、平成19年度

から実施をしておりますが、今年度は大規模な組

織の改編が実施されることから、それ以前の実績

を基準に進捗状況を比較することができない状況

となっておりますので、基本的には平成20年度の

実績を基準としてマネジメントシステムを運用し

ていきたいと考えております。 

  そのため、今年度はシステムの対象としている

全課全施設113カ所のすべてについて、環境管理

課が直接内部監査を行い、全課全施設の電気使用

量、庁舎用燃料や公用車燃料の使用量等について、

今後の基準となる実績値を確実に把握できるよう

万全を期したところでございます。 

  平成20年度の実績値は来年度初めにまとめ、こ

れを基準としまして、市として、あるいは各施設

等としての取り組み目標の設定など、環境マネジ

メントシステムの運用に努めてまいりたいと考え

ております。 

  次に、⑵の那須塩原市「エコ・デー」の創設に

つきましては、昨年12月の定例会において、平山

啓子議員の市政一般質問でお答えしたとおり、現

時点では具体的な計画は考えておりません。 

  ⑶の太陽光発電システム住宅への補助制度につ

きましても、昨年12月の定例会において、東泉富

士夫議員の市政一般質問でお答えしたとおり、現

時点では具体的な計画は考えておりませんが、住

宅用の太陽光発電システムは二酸化炭素の排出抑

制につながり、地球温暖化防止のための有効な手

段であると考えられますので、先ほどのエコ・デ

ーとあわせて、地球温暖化対策地域推進計画を策

定していく中で、創設時期を含め具体的に検討さ

せていただきます。 

  すみませんでした。本年度はシステムの対象と

している全課全施設133と申し上げるべきところ

を113と申し上げたそうでございます。訂正をお

願いいたします。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） それでは、順次再質問をさ

せていただきます。 

  環境マネジメントシステムの中に、水道使用量

の抑制ということが掲げてあるんですが、その中

で若干細かいことではあるんですが、節水及び水

の有効利用ということが掲げてあります。その中

で、多分言われているのは、水道水とエネルギー

ということで掲げてあると思うんですが、何か有

効利用として考えられたものがあるのかどうか、

ひとつお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お尋ねの件でござ

いますが、有効利用と言うと、使い終わった後の

というイメージのご質問なのかとちょっと想定し

ておりませんでしたので、そういう形での利用等

はしておりませんけれども、当然に役所の中でい

ろいろな水の使い方がありますが、小まめにとめ

たり、あと職員等も自分の健康管理上、歯磨き等

もしておりますが、そのときも出しっ放しでやっ

たりすることのないように心がけていただいてい

るというようなことではやっておりますが、先ほ

どの質問の趣旨ちょっと私が誤解したのかもしれ

ませんけれども、そういうようなことまで、ちょ
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っと今のところやっておりません。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） このマネジメントシステム

の中に10ページなんですけれども、その中に水道

水とエネルギーということが掲げてあるものです

から、細かいことではあったんですけれども、質

問させていただきます。 

  今後しっかりと検討していただいて、僕の中で

も考えていたのは、水ということで雨水という程

度にしか考えてはいなかったんですが、ここで挙

げてあるのは水道使用量の抑制という中での水道

水とエネルギーということですから、また有効利

用ということですから、よろしくお願いしたいと

思います。 

  次に、マネジメントシステムの中で、職員の環

境保全意識の向上ということであるんですが、実

行部門の長でありますところの、特に温室効果ガ

スの削減目標、削減量ということを考えると、や

はり電気の使用量というものが73％も占めると言

われておりますので、電気使用量のほうの所管と

言いますか、部門の長ということになりますと、

どちらが総務部長になるんでしょうか。職員の意

識向上のため、どのように取り組んでいるのかお

聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） 環境マネジメントシ

ステムでは、電気使用量の抑制のために今年度ど

ういうふうに取り組むんだというふうなことが求

められております。 

  その中で大きく３つあるんですが、１つが照明

の適正な使用ということであります。事務室の照

明なんですが、昼休みの消灯というのは、議員の

皆さんも昼休み歩いていただくと、全部消えてい

るということで徹底しているというのを十分現実

として感じていただけるというふうに思っており

ます。そのほか、トイレの照明は昼間消しておく。

当然のことながら、書庫とか保管庫、湯沸し室は

使うときしかつけないというふうなことでありま

す。 

  それから、冷暖房の適正な使用ということで、

クールビズを実践させていただきました。議員の

皆さんにも夏、６月から９月までの議会はノーネ

クタイということで、空調をなるべく使わないよ

うにしようというふうなことを進めております。 

  一番課題なのが事務機器の適正な使用です。パ

ソコン、プリンターの長時間の使用、使わないと

きには電源をオフにするということです。先ほど

の答弁で1,100台からのパソコンがあるという話

がありました。５ｗ、10ｗの待機電力でも1,000

台が動いているとどうなるかということです。し

たがいまして、ここのポイントが最大のポイント

になろうかなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 事務機器ということで答弁

があったわけなんですけれども、職員の皆さんに

対してどういうときにこういったものを、訓示じ

ゃないんですが、取り扱い注意という形で行って

いるのか、再度お聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 私のほうからお答

えをしたいと思います。 

  このマネジメントシステムは、計画を立てて実

行をして反省をして改正するという、当然マネジ

メントシステムという段階で動いております。 

  その意味では、各所管から報告等を受けて、そ

れを集計し分析し会議を開いて、その評価をした

り、また個別、今回のように今回特例的ではあり

ましたけれども、学校も含めて133カ所、我々の

職員が全部個別に出向いて細かいチェックをして
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意思統一をさせていただいたということのように、

その中でいろいろなお話をしてご理解をいただい

た。 

  先ほどの答弁にちょっと触れますけれども、水

道水とエネルギーの部分は、水というのはどっち

かというとエネルギーと余り関係ないというふう

に誤解を受けてどうっと使われて困るので、水道

水をつくるのにも電気に換算してみると幾らぐら

いのエネルギーを使っているので、水を使わない

でいただければ電気がこの程度減らされたと同じ

です。電気はどっちかというと、エネルギーを使

って起こしているというのに換算すると同じです

よ。ということで、記載させていただいていると

いう意味の、これ今回の書類ではイメージさせて

いただいていますので、あわせて今回答弁させて

いただきました。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 了解しました。 

  節水することが、いずれにしろ二酸化炭素排出

につながるということだと思います。 

  それでは、今度はこのマネジメントシステムの

中で出ているのが、対象範囲というものが出てい

るんですが、対象外というか、対象とされている

施設が136施設あるんですね。対象外の施設も当

然市の施設としてはあると思うんですが、そちら

のほうに対しては、なぜこのマネジメントシステ

ムというものを適用されていないのか、そこら辺

等の理由をお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  まず、数字のほうで、環境マネジメント策定を

平成19年にしましたけれども、そのときは確かに

136で、今ご発言のあった136とあったのは正しい

と思うんですが、最終、今現在市長が答弁したよ

うに133にしております。というのは、職員が直

接張りついていないところを減らしているという

こともありまして、今のご質問と絡んでくると思

いますが、例えば指定管理者は市の職員がいない

施設で民間がいるという形で、そういうところは

やっていないんじゃないかという含みもあっての

ご発言だと理解して、回答しますけれども、黒磯

市の時代にＩＳＯを導入をして実行してきました。

その後、今回この環境マネジメントということで、

全市庁舎に広げてきました。その習熟度合いの問

題もありまして、大変今回133、例外に全部出向

いたというのは、各所から上がってくるデータが

それぞれの理解で出してくる。例えば、逆に言う

と、資材本庁の関係で、予算が本庁で全部ガソリ

ン代とか引くとすると、本庁で持っているんだか

ら本庁で多分答えているだろう。片方では、本庁

では支所で車を動かしているんだから、そちらで

つかまえているんじゃないかということで、漏れ

たり重複したりと、そんなようなこと等々もあり

まして、ほかの分野ももちろんあるんですが、そ

ういうことで、データ自体になかなか比較をして

減らしたという評価がしにくいということもあり

まして明確化してきた。そういう習熟を少し重ね

た後で、当然に指定管理者の施設も公共施設であ

りますから、当然にまず実行計画の中に組み込ん

でいくべきだと思っておりますが、まずは職員に

直接指導できる施設を中心に始めさせていただい

たということで、若干の時間のずれをお認めいた

だきたいなというふうに思っております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 了解いたしました。 

  それでは、環境省が１日、経済活性化対策とい

うことで、日本版ニューディールの一環として公

共施設に率先して太陽光パネルを設置する考えと
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いうものを発表されたと思います。正式名称は緑

の経済と社会の変革ということで、社会資本整備

や消費拡大、投資促進を通じて景気浮揚と雇用創

出を目指すということであります。 

  地球温暖化対策、環境と経済が両立する持続可

能な社会づくりという、また本市のマネジメント

システムの中にもありますように、建設事業の実

施における取り組みに、新エネルギーの設置とう

たっております。 

  これらの検討は今後されていくのか、また前倒

しで太陽パネルというものを設置していく考えが

あるのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  当然に公共施設の建築に当たっては、電気の面

は特に太陽光を検討すると、当然していただいて

おりますし、以前にも教育部のほうから答弁をし

たのを記憶しておりますが、給食センターを建て

るときにもそういう発想があったんですが、なか

なか規模の問題等で補助対象にもならなかったと

いうことで、建築費はできる限り抑えていくとい

う、もちろん必要十分な建築ということで当然な

りますが、お金の問題等もあって、今回断念され

たということで聞いておりますし、一方、我々環

境の部門につきまして、当然第２期那須塩原クリ

ーンセンターになりますが、それの今度見ていた

だくとわかると思いますけれども、台貫って重さ

をはかるところの屋根の上に太陽光発電を入れて、

そういうものに活用しようということで、全部が

全部ができるじゃないわけですが、あとは当然熱

利用の電気を起こすということもありまして、そ

ういう環境面の学習的な意味も含めて、採算面か

ら言うとなかなかとれない部分もありますが、設

置をしていきたいというふうに思って、現在設置

しております。 

  あと、先ほど答弁がちょっと間違ったようで、

給食センターの屋根にもついているという話でご

ざいますので、訂正をさせていただきます。年度

の関係の話だったと思いますので、ちょっと誤解

をして答えまして失礼いたしました。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） いずれにしろ、これから経

済、雇用とか環境問題を考えると非常に太陽パネ

ルというのは重要な課題になってくると思います

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

  １つ提案なんですが、先ほどお話ししましたよ

うに、電気使用量というのが73％もやはり削減と

しては含んでくるということで、そういう中にお

いて、エアコン、これを自治体にもよったんでし

ょうけれども、使用量が高い確率からいうと電気

ということなものですから、４月から６月までの

間、もしくは10月から12月の間、３カ月ぐらいは

この冷暖房完備というものをとめるといった思い

切った、そういったことをやっていかないと、な

かなか二酸化炭素削減という目標には到達しない

んではないかなと、そんな懸念をしたものですか

ら、ちょっと提案として年間３カ月であれ、６カ

月ぐらいはとめることも検討してみてはいかがと

思うんですが、この点についてはいかがでしょう

か。 

○議長（植木弘行君） 総務部長。 

○総務部長（千本木武則君） 庁舎のエアコンなん

ですが、建物が大きくなりますと、実は労働環境

の確保をしなければならないということで、空気

の入れかえはやらざるを得ないんですよね。 

  ですから、そういう意味で、暖房とか冷房はか

けなくても空気は動かさなくてならないというふ

うなことですので、ボイラーはたかなくても空気

を循環させる機械は動かさなくてはならないとい

－213－ 



うことがあります。 

  ですから、もちろんクールビズのお話をしまし

たけれども、できるだけクールビズで重油をたか

ない運転ができればいいわけですけれども、それ

は試みるということで大いに試みていきたいとい

うふうに思っております。 

  ですから、完全に空調をとめてしまうというこ

とはちょっとできないと思っておりますので、そ

の辺の事情はどうぞ察していただきたいと思いま

す。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） 担当部門として少

し補完をさせていただきたいと思いますが、我々

の環境マネジメントシステムで運用しているのは、

耐乏生活をしなさいとか、そういうイメージでは

ありませんので、効率も考えなければいけない、

その折り合いをつけるレベルでの努力というのは

当然あると思いますし、その辺はバランスをとり

ながらやっていかないと、何でも我慢して厚着を

して冬は乗り切ろうというのは、もちろんそれは

１つの考え方だと思いますが、職員の仕事の効率

等々も考え、健康管理も考えて、暖房を含めてい

ろいろな分野もそういうことになると思うので、

全く使うなという、どんどん使わないようにして

いこうという、ゼロにしていこうというまではち

ょっと今のところ考えておりませんので、バラン

スをとった中で努力させていただきたいというふ

う思っております。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 唐突な質問で申しわけなか

ったんですが、いずれにしろ、本当二酸化炭素と

いう部分に関しては、本当に地球全体での問題で

もありますので、ある部分では真剣に、確かに労

働環境という部分も大変重要な課題にはなってく

ると思います。それはそれとして。 

  しかし、やはり全体的な流れの中では、大事な、

また重要な課題ではないかと思いますので、今後

何かの機会にありましたらば、ご検討をお願いし

たいと思います。 

  次に、那須塩原市のエコ・デーについて再質問

をしたいと思いますけれども、先ほど答弁にあり

ましたように、12月の答弁ということなんですけ

れども、那須塩原市のキャッチフレーズといいま

すか、その中に、やはり人と自然が支えあうまち

づくりというものをうたっております。そういう

中においては、二酸化炭素、先ほどから繰り返し

ますけれども、二酸化炭素排出、いかにやはりや

っていかなくちゃならないのかなと思いますけれ

ども、昼間はできるだけ自家用車を使わないで来

ていただくとか、もしくは夜、先ほどクールビズ

というようなお話がありましたけれども、昨年の

洞爺湖サミットにおいては、クールアースデーと

いう形で、７月７日に時間帯２時間でしょうけれ

ども、時間とめたという例があります。そういう

中においては、せっかくの那須塩原市、本当に夜

の空はきれいであります。そういうふうなところ

から見て、夜、時間を15分であれ、30分であれ、

できることなら消していただいて、空を見上げて

本当にロマンというものを家族で語り合うとか、

そんな時間をとれたらいいんではないかなという

形で質問をさせていただきました。 

  そういう部分においては、今言ったように本当

に今の時代、心が貧しい時代でもあります。そう

いう中においては、夜の本当にきれいな星を見上

げるという部分では、この那須塩原市の、先ほど

言いましたように、人と自然が支えあうという部

分においてはぴったりではないかと思いますので、

再度聞きたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

－214－ 



す。 

  非常にすてきなご提言だと私も思います。どう

しても言いわけがましくなってしまって申しわけ

ないんですが、先ほど市長が答弁しましたように、

こういうものは市民の方々と一緒に考えて、一緒

に行動していくというふうにしていかないと、な

かなか根づかないものだと思います。 

  ノーマイカーデーというのが一時ブームありま

して、市職員や市民の方々に話しかけて車を使わ

ない、要するにガソリンを使わないでいこうとか

という例を設けた時期もありましたが、いつの間

にか、とっくの昔になくなってしまったというふ

うに思います。 

  そういう意味では、やはり市民ともども協働の

まちづくりじゃありませんが、そういう考えると

ころから、一緒に考えていくと。そのためには、

その推進計画というものをつくっていこうと思っ

ておりますので、そこには市民が入って、当然事

業所も入っていただいて、どういうものから一緒

にやっていきましょうというところから話し合い

をしてやっていきたいなというふうに希望を抱い

ております。 

  そういう中で、非常に那須塩原市民の本当に自

然を大切にする心というのは皆さんも誇りに思っ

ていますし、今の提言はぴったり合っているのか

なと思いますので、その中では、今のお話は間違

いなく議論の対象にさせていただきたいと思って

おります。 

  そういうことで、もうちょっとこれも申しわけ

ないんですが、歯がゆいかもしれませんけれども、

やはり一つ一つこう一緒に市民とやっていきたい

という部分もありますので、行政が一方的に、こ

の日は何々だ、アドバルーンを上げるのは、これ

もまた施策でありましょうけれども、私どもは特

に環境問題は息長くやっていかなければならない

分野ですので、市民ともどもやらせていただきた

いというふうに思っておりますので、もう少々の

お時間をいただきたいと思います。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 理解は十分私もできるんで

す。そういう中において、行政が率先してリーダ

ーシップをとっていかなくてはならないんではな

いかなと、そういう観点から質問をさせていただ

きました。 

  また、このエコ・デーというのは、環境という

ことを考えると、自分の体の環境も大変重要な問

題になってくると思います。今はやはりジョギン

グとか、本当に職員の方もそうですけれども、昼

休みかなり歩いている人が多いです。そういうこ

とを考えると、やはり自分の体の環境、また自然

の環境も大切にしていくこと、これが大事なとこ

ろではないかなと思います。 

  よろしくご検討のほどお願いしたいと思います。 

  次に、太陽光発電システム住宅への補助の早期

創設ということで再質問をさせていただきますけ

れども、先ほど答弁ありましたように、前回の東

泉富士夫議員ということなんですけれども、今は

確かにそのときはそういうような時の流れという

ものが多分にあったと思います。でも、今はそう

いう面においては、本当に100年に一度という、

ふうな危機的な状況も踏まえると、前倒しでやっ

ていくことも大変重要な課題ではないかなと思い

ます。ましてや、太陽光発電を設置することによ

って、設置費用といいますか、余剰電力ですね、

それを売電という形で東電のほうで買っていただ

く値段も、現状23円から50円程度に引き上げると

いうような、そういう話もあります。また、設置

費用も、当然そういった中で今までは設置した費

用を回収できないという部分がありましたけれど

も、そういった流れの中で10年から15年ぐらいで
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設置費用が回収できるという部分においては、大

変重要な課題ではないかなと思うんです。また、

その補助制度についても、何千万単位とかという

部分ではなくて、近隣ではやはり200万前後とい

う、また１件当たり20万円程度というような補助

も考えてあるようであります。 

  そこで考えると、市長が今回環境を守るための

基金ということで掲げてありますので、そういっ

た中でそちらのほうに利用していただいていくこ

とも大事な部分ではないかと思いますけれども、

そういった活用はいかがに考えるんでしょうか、

お聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  従前のときの回答では、導入経費が200万半ば

から300万かかるという代物になります。そうい

うものを導入できる市民はというと、ある程度限

られてくるということになると、一部の人たちの

ための補助金制度になるのかなという部分も払拭

できないというのを、自分自身も払拭できない部

分もありまして、すぐにはちょっと財源問題もも

ちろんありますので、なかなか難しいという回答

をしたつもりでございます。 

  今般、今ご提言の中にありましたように、市長

の公約の中に基金という問題がありまして、そう

いう意味では財源もある程度担保できるかもしれ

ません。そういう意味では、少し前向きに検討す

る対象なのかなと思いますし、それから今度、何

か制度的にもっと普及しやすいように、国のほう

も設置費の補助というんじゃなくて電気料金のほ

うで対応しましょうと。設置費は持っていただい

て、それを外国のように、外国が普及したのは電

気料金をかなり高く買った。買った部分はもしか

すると皆さんの使う料金が少し上がるというイメ

ージになるんですが、そういうことで普及がどん

どん高まっていったということもありますので、

その辺の状況も見なくちゃなりません。 

  そういうことも含めまして、これも先ほど市長

が答弁したように、その計画をつくる段階で、市

民ともども、どういう方策で、市としてやってい

ったらいいんだろうということもなってくると思

いますので、その中でこれは十分検討させていた

だきたいと思いますし、前回もそういう内容でお

答えさせていただいたと思いますが、これもまだ

時間が少々要りますので、もう少しお待ちいただ

きたいと思います。 

  ですから、新年度すぐ早々というわけにはなか

なかいかないと思います。 

○議長（植木弘行君） 質問の途中ですが、ここで

10分間休憩いたします。 

 

休憩 午後 ３時００分 

 

再開 午後 ３時１０分 

 

○議長（植木弘行君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 今、部長のほうから答弁あ

りましたように、確かに以前は所得が高い人に対し

ての優遇措置というのは、私もそのとおりだと思い

ます。ただ、今は本当にお話がありましたように回

収できるという、そういう見込みなものですから、

しっかりとお願いしたいと思いますが、ちなみに、

環境のほうで最後の質問になりますけれども、太陽

光発電の普及率をお尋ねしたいと思うんですが、先

日、那須烏山のほうでは250カ所で2.5％の設置率と

いうことで載ってはあったんですが、全国的に見ま

すとどうなのかという部分では、各自治体でありま
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すから、なかなかきちんとした数字は出てこないと

思うんですが、2005年度では0.5％というような設

置率だったようであります。またこれは３年前とい

うことなものですから、現在は１％程度上がってい

るんではないかなと思うんですけれども、本市にお

いての設置率というものを掌握しているのであれば

お尋ねをしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  新聞で一般質問の関係が載っておりましたので、

私も那須塩原、当然わかるのかなということで、

担当をして当然に照会をかけましたけれども、エ

リアがぴったり仕事になるというのも非常に難し

いし、特にそういう統計をとっていないので、あ

ちらの場合は事前に照会を早くかけておいて、た

またま似たような数字、市民のところの太陽光じ

ゃなくて、事業所も全部入っているそうです。あ

れは文章がちょっと新聞記事、細かく載っていた

わけじゃないので、誤解を受ける部分もあるよう

ですけれども、事業所等々も含めて、売電してい

る事業所数という形で数字をつかまえたようです

けれども、当方もお願いしておったんですが、私

のところまできょうまでにはちょっと届け間に合

わないで、きょう発表できません。本来本会議で

発表しなくちゃいけないんですが、もし東電から

数字がわかったということでお知らせを受けまし

たら、話はさせていただきたいと思いますが、き

ょうちょっと数字を持っていませんので、申しわ

けありません。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） はい、了解いたしました。 

  いずれにしろ、発電システムというのは重要な

今後の課題になってくると思います。また循環型社

会の模範として注目を集めている江戸時代と言われ

ております生ごみでさえ、初物野菜をつくるために

積極的に利用されていたと言われております。 

  日本は今後低炭素社会を実現するため、温室効

果ガスの半減へ向け、目標達成を着実に対策を実行

していかなくてはならないと思います。 

  本市においても、同様に行動計画を着実に実行

していただくこと、今まで以上に、また積極的に環

境経済雇用対策を要望して、次の質問に移ります。 

  次に、児童生徒の生活習慣と食育について。 

  児童生徒の午前中の授業では、前日の就寝時間

が大きく影響します。また、家庭では起床時間がお

くれ、朝食をとらず空腹のまま登校すると授業に集

中できず、授業内容が十分に理解できないとも言わ

れております。 

  そうした観点から、規則正しい生活習慣とバラ

ンスのとれた食事を推進する食育が重要となります。 

  そこで、次の点についてお聞きいたします。 

  初めに、学校における生活習慣を向上させるた

めの具体的な指導や取り組みについてお伺いいたし

ます。 

  次に、食育の現状と改善に向けた本市の取り組

みについてお伺いいたします。 

  以上、２点お願いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） 学校における生活習慣を

向上させるための具体的な指導や取り組みについて

のご質問にお答えいたします。 

  基本的には、生活習慣を育てる場は家庭が第一

であると考えますが、家庭と連携して児童生徒の生

活習慣を向上させるために、各小中学校では、学級

担任や養護教諭を中心として学級活動や保健体育の

授業、朝の会や帰りの会で、早寝早起きや朝食の重

要性などについて繰り返し指導を行っているところ

でございます。 
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  さらに、最近は小中連携による中学校区を単位

といたしまして、合同学校保健委員会を開催し、学

校・家庭・地域が一体となって児童生徒の健康に関

する問題を話し合い、改善に向けた具体的な取り組

みを行っているところも現実にあらわれてきており

ます。 

  ⑵の食育の現状と改善に向けた本市の取り組み

についてのご質問にお答えします。 

  本市の小中学校においては、平成19年度に実施

した小中学生に関する意識調査によりますと、朝食

をとらないで登校する児童生徒の割合は、小学生で

は５％以下でございますが、中学１年生になると

５％を超え、中学３年生では約10％にまでなってい

る現状があります。 

  このような現状を改善し、市民一人一人が健康

で心豊かな生活を実現するため、昨年３月に那須塩

原市食育推進計画みんなで食育楽しい健康生活を策

定しました。 

  その中で、アグリ体験事業や親子の食育教室の

開催を通して、食に対する理解を深めたり、バラン

スのとれた食事を３回とることの大切さや食卓を囲

む大切さを理解させるために、親子給食会を実施し

ています。 

  また、学校における食に関する指導の充実を図

り、学級担任と養護教諭、栄養教諭や栄養士とのチ

ーム・ティーチング等により、食事の重要性につい

ての指導を行っております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） それでは、順次再質問をさ

せていただきます。 

  先ほど、早寝早起き朝ごはんというお話が出て

いましたけれども、具体的にはその中でどのように

行っているのか、確かに早寝早起きということは言

葉ではいいと思います。では、それに対して、具体

的に早寝するためにはどういうような行動をとった

らいいのか、行動ってないんですが、とったらいい

のか。また、なぜ朝ごはんを食べないと体がもたな

いのかといったような、具体的にはどのような進め

方をしているのかお尋ねをしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） お答えします。 

  早寝早起き朝ごはんと言いますのは、平成18年

４月に発足した早寝早起き朝ごはん全国協議会が進

める早寝早起き朝ごはん国民運動を文科省が支援す

るということに始まっておりますが、それは児童生

徒のきちんとした生活習慣をつくるために、三度の

きちんとした食事をとることが基本的生活習慣を定

着させるための１つの基本的な方策であるというふ

うなところが発端でございますが、そのほかに、朝

起きて生活のリズムというのが早起きから始まりま

して、そして早起きをする。つまり、朝食をとる時

間を確保できる。したがって、朝食をとってくると

エネルギーが非常に体に行き渡り、規則正しい生活

習慣とバランスのとれた生活が生まれるというとこ

ろから、各小中学校におきましては、先ほどの答弁

の中で、保健体育の授業、朝の会や帰りの会で早寝

早起き朝ごはんという指導を繰り返すというところ

は、やはり栄養士や栄養教諭というのが位置づけら

れましたので、学級担任のほかに、専門の知識を持

っている養護教諭や栄養士ともどもチームティーチ

ングということで、例えば学級活動では日課表のつ

くり方の指導とか、それから長期休業中には家庭が

第一という、その基本的生活習慣のつくり方の基本

である長期の日課表の作成等におきまして、やはり

専門的な知識をそこに導入しまして児童生徒を指導

すると、こんなふうな具体的な方策の一端がありま

す。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 早寝しなくちゃならない、
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早起きをする、朝ごはんをとるという、先日テレビ

放映の中で、学校の授業が始まる前に、ドッジボー

ルなんかをやっている子どもたちがいたんです。そ

れによって、ドッジボール、遊びですから、その中

においてお昼までとにかくお腹がもたないというこ

とで、朝ごはんを食べるようになったと。また、早

く寝る。次の日の朝のドッジボールするのが楽しみ

で早寝もしたと。その結果、子どもながらに生活習

慣病、肥満だったんだと思うですが、それが本当に

体力がついてきて細くなったというような報道がさ

れていましたけれども、そういった中においては、

今言ったように授業前にそういった運動、縄跳びで

あれ、ドッジボールであれ、そういったものをやっ

ていくことも大事な要素になるんではないかなと思

うんですが、そこら辺のところの認識はいかがでし

ょうか。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） まず、平成19年度、本市

の児童生徒の意識調査というふうなところに、毎朝

ごはんを食べている生徒ということで調査をしまし

たけれども、学年が上がるにつれ徐々に下がってき

ておりますが、時々食べているまでを加えますと、

中学生の３年生を除き93％から96％が、本市の児童

生徒が朝食を食べているというふうな結果が出てき

ております。 

  それから、早寝早起きに関して、早寝をすれば

当然早起きもつながっていくということで、この寝

る時間の調査というようなのを行いましたが、早く

寝ていると思う割合というのは学年が上がるにつれ

てやはり比例的に減ってきておりますが、おおむね

小学校３年生から４年生に関しましては９時ごろが

多い、その大半を占めております。五、六年生にな

りますと、10時ごろに寝ているというなのがおおむ

ね多くなってきております。中学生に入りますと、

学年が上がるにつれて寝る時間が遅くなっておりま

すけれども、中学３年生は50％強が12時ごろか、そ

れよりも遅いと、こういうふうなことになっており

まして、これは中学３年生ですと進路を控えまして

勉強に精を出すというふうな傾向があるんではない

かと思いますが、こんな状況の中で、議員の朝の運

動の件に関しましてですが、これに対しましては、

統計的にはまだ具体的に効果があるとか、それから

それが原因で腹が減るとかというなのは、これはな

いんですが、常識的にはそんなところは部活動等で

も朝の練習とか、それから何か行事があるときには

早く来て学校でその仕事をするとかいうふうな、そ

の生徒児童の実態がありますので、そういう面に関

しては、非常に朝ごはんは重要な位置を占めるとい

うふうには認識しております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） すみません。 

  再確認なんですが、９時ごろ寝ると、もしくは

10時ごろ寝ると言っているのは何％ぐらいあるのか、

もう一度お聞かせ願いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 学年によって違いますの

で、私の説明は、おおむね小学校３年生から４年生

が五、六十％の中で９時ごろが多いというところ、

それから５、６年生に関しましては、10時ごろに寝

る子が五、六十％の位置を占めているというふうな

説明でございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） ありがとうございました。 

  早寝早起きすることによって、結果的には学力

が上がっているというような傾向もあると伺ってお

ります。そういう中においては、今答弁がありまし

たように、小学校３年生か４年が大体９時ごろ就寝

というのが50％、60％、残りの30％から40％に対し
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ては、そういう中での家庭での連携なんかはどのよ

うにとっているのかお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） まず、食生活と学力の関

係でございますが、昨年文科省主催の学力状況調査

と、それから意識調査というふうなのをあわせて行

いました。 

  それのまとめも、今年度文科省から出た早寝早

起き朝ごはんのパンフの中で傾向が語られておりま

すが、やはり朝食をとる児童生徒の傾向としては、

若干とらない生徒よりも学力的には数ポイント上回

っているという結果も載せてありますが、本市にお

いては、まだそこまでの検証はしておりません。 

  その次に、家庭が第一ということで、家庭教育

の中で食生活をどういうふうに位置づけるかという

ことでございますが、やはり学校のほうからは、保

護者会等で食育の重要性を専門の栄養士や栄養教諭

から述べてもらったり、養護教諭から解説をしても

らったりするところがあります。 

  それから、単に親向けではなくて、児童生徒そ

の自体に食育の意識づけということから、総合的な

学習の中で、食と健康とか、題目を食に絡む、そう

いうテーマを掲げて学校全体で取り組んでいる学校

とか、そういうふうなところがあります。 

  それから、学校経営の中で、校長の学校経営の

４月当初の経営の中に、食に関する位置づけ、それ

から調理場からの四季ごとの、月ごとの便り、それ

から栄養教諭の効果的な活用と、さまざまな方面か

らそのアプローチをしているところでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 食育の関連したというお話

がありましたけれども、今後、学校、また生活習慣

においては、先ほど答弁ありましたように、家庭が

大事だと。また地域の中においての連携といいます

か、そういうことも大変重要な課題になってくると

思うんですが、地域との連携なんかにおいてはどの

ように対応しているのかお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 先ほどの答弁の中に、那

須塩原市食育計画の中でアグリ体験事業や親子の食

育教室というふうなのを申し述べましたけれども、

アグリ体験事業に関しましては、小学校25校中21校、

それから中学校10校中２校が、現在その親子ともど

ものアグリ体験事業に取り組んでいたり、それから

食育教室では単なる親の学年部会での試食会のみな

らず、行事等で一緒に食事をつくったりということ

で、ともに食べると、同じものを食べるというふう

なことを通しながら、徐々に理解を深めるというふ

うな方策も考えてとっているところでございます。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 25校中21校、10校中２校と

いうことで、アグリ体験ということですけれども、

今後授業参観とか学校での催し物等を学校の先生の

負担は出てくるかもしれないんですが、そういった

催し物をこれからふやして、地域との連携、また家

族との連携というものをふやしていくお考えはある

のかお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 新教育課程の意向で現在

進んでいるところでございまして、完全新指導要領

実施、これが完全に実施されますと、教科ごとの授

業時数がふえるという教科も理科と数学であります

ので、そういうところを考えますと、学校の必修の

授業時間が決まっている中、非常に苦しいところも

ありますけれども、やはり児童生徒の健康、それか

ら今後未来を開くという、そういう児童生徒の観点

からすると、やはりこれは重要な問題だといたしま

すので、これは校長初め教育委員会事務局も真剣に
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取り組む問題だというふうな認識で、今後進めたい

と、こんなふうに思います。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） ありがとうございました。 

  本市の教育要覧の中に、食育の推進として、給

食に関する情報の提供、地場農産物の活用等５項目

ほどありますけれども、今後、早寝早起き朝ごはん

といったそのものをテーマにした食育フォーラムな

どを開催する予定はあるのか、お聞きしたいと思い

ます。 

○議長（植木弘行君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 今のところ、まだそこま

では至っておりませんが、やはりこの要覧のほうの

見直しから、今後、食育の定義をさらに深めたいと、

こんなふうには考えているところです。 

○議長（植木弘行君） ６番、鈴木紀君。 

○６番（鈴木 紀君） 大変にありがとうございま

した。 

  最後になりますけれども、ますます学校の役割

というものは大きくなってくると思います。そうし

た中で、本市の教育基本方針の中にも、子どもの健

全な成長はということで、学校・家庭・地域社会が

連携してその目標実現に努めなければならない。ま

た、その中で家庭の教育力への多角的な支援が必要

であるということもうたっております。 

  新年度に向けて本当に情熱を持って、またこれ

からの時代というものは人材育成というものがあり、

本当に重要視されているというふうに言われており

ます。そういう中においては、生徒をしっかりと原

点に戻って教えはぐくんでいただきたいということ

を要望いたしまして、私の一般質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で、６番、鈴木紀君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 君 島 一 郎 君 

○議長（植木弘行君） 次に、18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） それでは、本日最後の一

般質問になるかと思います。 

  ４人の一般質問が終わりまして、お疲れのとこ

ろ大変恐縮ですが、３点について一般質問を行い

ます。できるだけ早く終わるようにしたいと思う

ので、１回の質問で済むよう、明快で期待どおり

のご答弁をお願いします。 

  最初に、上中塩原温泉事業についてお伺いいた

します。 

  上中塩原温泉事業は、整備後30年近くたってお

ります。ポンプや貯湯槽は保守点検等が行われ、

改修やオーバーホールが実施され、安定供給を図

っております。また、現在配湯管の負荷を抑え、

さらなる安定供給を図るため、中山配湯所の新設

工事が実施されております。当事業は一般家庭の

ほか、共同浴場やホテル、旅館等も利用しており

ます。しかし、整備後30年近くがたち、配湯管の

老朽化も著しくなっており、近年は漏湯によるト

ラブルがふえております。ことしの１月１日の漏

湯では、営業に支障を来したホテル、旅館等も出

ております。 

  安定供給を図るためには、特に第一配湯所から

第二配湯所へ送る管が使えない場合、中塩原全域

と上塩原宮島・塩原古町地区が使えなくなります。

当然、宿泊体験館メープルも使えません。また、

第三配湯所から第二配湯所への管が使えなくなる

と、上塩原小滝、引久保、堂の本が使えないばか

りではなく、上中塩原温泉事業全体の供給バラン

スが崩れてしまいます。 

  そこで、次の点についてお伺いいたします。 
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  ①安定供給を図るため、漏湯調査を実施してい

ると思いますが、どの程度進んでいるのかお伺い

をします。 

  ②水道事業で言う有収率に当たるものがあれば、

何％になるのかお伺いいたします。 

  ③これらのことを踏まえ、老朽管の更新計画を

どのように考えているのかお伺いをいたします。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君の質問に

対し、答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 18番、君島一郎議員の質問

にお答えをいたします。 

  上中塩原温泉事業についてでございますけれど

も、３点について順次お答えをいたします。 

  上中塩原温泉管理事業の漏湯調査をしておるの

かという質問にお答えをいたします。 

  上中塩原温泉管理事業につきましては、昭和58

年に整備をしたもので、26年ほど経過をしている

ため老朽化が進んでおります。このため、漏湯が

疑われる箇所について調査を実施しております。 

  これら調査により発見された漏湯箇所は、随時

修繕を行っております。全体的な調査は実施して

おりませんので、今後、全体的な調査を検討して

いきたいと考えております。 

  次に、②の水道事業で言う有収率に当たるもの

はあるのかというご質問にお答えをいたします。 

  温泉供給システムにおきましては、貯湯タンク

から供給された温泉の残り湯を再度貯湯タンクに

戻して再給湯しておりますが、温度の低下した温

泉は捨てているため、有収率は把握しておりませ

ん。 

  次に、③の老朽管の更新計画はあるのかという

ご質問についてお答えをいたします。 

  上中塩原温泉管理事業の温泉本管の延長は12km

であります。現在までは漏湯箇所の修繕での対応

をしておりますが、配湯管の更新計画につきまし

ては、温泉事業特別会計の財政状況等を考慮し、

検討していきたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） ただいまの１から３につ

きましてまとめてお話しさせていただきます。 

  ただいまいただいたご答弁は、今後全体的な調

査を検討したいということと、財政的な状況等を

考慮しながら計画については検討したいというご

答弁をいただきました。 

  検討したいというようなご答弁ではちょっと不

満が残りますし、私どもも５月１日以降、またこ

こへ立てるかどうかという保証がないものですか

ら、もうちょっといいご答弁をいただきたいなと

は思ったんですが、とりあえず、全体的な調査を

していただいて、その後、計画については進めて

いただきたいと思いまして、２点目に入らせてい

ただきます。 

  次に、アンダーパスの冠水対策についてお伺い

をいたします。 

  昨年８月16日の集中豪雨により、鹿沼市の東北

道アンダーパスで発生した車水没事故を教訓に、

県内市町村を初め、全国的に事故防止策を講じて

おります。 

  本市においても、ＪＲ宇都宮線や東北道にアン

ダーパスがあります。これらのアンダーパスで、

過去に死亡事故までは至らなかったものの、車の

水没事故が数件起きております。降雨時、通行ど

めの看板を設置されているところもあります。道

路管理者が国あるいは県のものについては関係機

関への要望になってしまうかもしれませんが、特

に市管理のものについては、看板だけではなく遮

断機やバリケード等の防止策を講じる必要がある

と思いますが、本市においてはどのような防止策
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を講じているのか、あるいは講じる計画なのかを

お伺いをいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（向井 明君） アンダーパスの冠水対

策についてお答えいたします。 

  本市においては、降雨時に地形的に冠水のおそ

れのあるアンダーパスが27カ所あり、そのうち幹

線道路などのアンダーパス13カ所について、降雨

時冠水注意の看板設置や注意喚起の路面表示等を

行っております。 

  今後も引き続き看板や路面表示等の増設を進め

るとともに、雨水浸透槽の設置などについても検

討していきたいと考えております。 

  さらに、アンダーパスの通行どめにつきまして

は、職員等によるパトロールや通行者などからの

通報により、バリケード等の設置による通行どめ

措置を講じているところですが、集中豪雨に対す

る基準の明確化や初動態制等の確立により、さら

なる安全対策は図られるものと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） アンダーパスの安全対策

につきましては、本市におきましては看板だけと

いうことではなく、路面表示、あるいは浸透ます

等も検討しているということで、またパトロール

によるバリケード、これらについても設置をされ

ているということでございますので、１つだけご

答弁の中で至らなかった中で、考えているかどう

かだけちょっとお聞きしたいんですが、雪等にお

けます豪雪地帯に行きますと、積雪の部分がわか

る表示をしたり、あるいは路肩の表示が道路の境

部分に表示をされて、安全確保を努めているとい

う部分がございますが、本市のアンダーパスの冠

水において水位がわかるような考え、運転手の方

は冠水状況がわからず、量が少ないといって入っ

ていってしまうものもかなりあるようなので、そ

の辺につきましては、水深がどのくらいになって

いるという表示、見ればわかるような表示をする

お考えはあるか、どうかお聞きしたいと思います。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 水位計の設置でござい

ますが、先ほどちょっと申し上げた13カ所のうち、

６カ所に水位計が設置してございます。残りの箇

所につきましても、そういった措置等につきまし

て検討させていただきたいというふうに思います。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） できるだけ事故のないよ

う防止策を講じていただきたいと思います。 

  最後に、都市計画道路についてお伺いをいたし

ます。 

  国・地方ともに財政が厳しくなっている中、道

路特定財源も一般財源化され、ますます道路整備

が厳しい状況になってきており、道路整備も路線

の選択を余儀なくされております。 

  そういった中で、本市には40数本の都市計画道

路が計画決定されております。その中で、次の５

路線について整備計画及び進捗状況についてお伺

いをいたします。 

  ①３・３・５黒磯本通り、②３・６・３東那須

野駅前通り、③３・５・１中央通り、④３・４・

３水源通り、⑤３・６・１若葉通り、この５路線

についての状況をお伺いいたします。 

○議長（植木弘行君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 都市計画道路の整備状

況と進捗状況についてお答えいたします。 

  ①の３・３・５黒磯本通りにつきましては、３

月５日の敬清会の代表質問で平山英議員にお答え

したとおりであります。 
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  ②の３・６・３東那須野駅前通りにつきまして

は、県道東那須野停車場線の歩道整備事業につき

まして２回ほど計画がありましたが、地元の理解

が得られず、現在に至っております。 

  ③の３・５・１中央通りにつきましては、都市

計画道路として実施している３・３・２の黒磯那

須北線の完成を目指すことといたしまして、交差

点改良や雨水排水対策以外の実施要望の予定は、

現在のところございません。 

  それから、④の３・４・３水源通りにつきまし

ては、国道400号バイパスと県道西那須野停車場

線を結ぶ路線でありますが、西那須野地区まちづ

くり交付金事業で現在進めている中央道への整備

を優先している状況であります。 

  ⑤の３・６・１若葉通りにつきましては、現在

温泉街の主要路線の国道400号として利用してお

りまして、都市計画道路としての計画決定はされ

ておりますが、中塩原バイパス、下塩原バイパス

の整備を優先していただいております。 

  今後、都市計画道路の整備に当たりましては、

平成18年度に策定いたしました那須塩原市道路整

備基本計画に基づきまして、社会情勢の変化、さ

らには住民の意向等を踏まえまして、優先順位を

精査、検討し、事業を進めてまいりたいと考えて

おります。 

  以上でございます。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） ただいまのご答弁いただ

かなかった中で、①３・３・５黒磯本通りにつき

ましては、３月５日平山英氏議員に答弁のとおり

ということでございますが、これは道路整備事業

と駅前広場の整備事業、それから駅周辺整備事業

関係を平成12年の地元説明会で了解を得られずと

いう話しをしているということでよろしいんでし

ょうか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） はい、そのとおりでご

ざいます。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） それでは、順番１番から

じゃなくて、ちょっと５番のほうから再度お聞き

をしたいと思います。 

  ３・６・１若葉通りにつきましては、国道400

号上塩原バイパス、あるいは下塩原バイパスを優

先をしてということでございますが、この優先さ

れている国道400号のバイパスのほうが開通をし

た場合に、果たして若葉通りを、計画決定されて

いる道路として拡幅をする必要があるのでしょう

か。私自身としましては、必要がないのでないか、

かえって大型車は400号のほうに、バイパスのほ

うへ回るので必要ないのではないかと思いますが、

いかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 若葉通りにつきまして

は、現在のところ９ｍで計画されております。 

  議員ご指摘のとおり、塩原の観光プラン21等の

計画等でございますと、９ｍで市のほうに移管と

かそういった話になれば、その後はプロムナード

の計画とかそういったものもございますが、とり

あえず当面は、今のところは先ほど申しましたよ

うに、中塩原バイパス、下塩原バイパスの進行状

況を見ながら検討していきたいというふうに思っ

ています。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） 次に、①の３・３・５黒

磯本通りから３・４・３水源通り、これらにつき

ましてですが、これらにつきましては、まだ現在

３・５・１中央通りにつきましては、交差点の改

良、雨水排水対策については若干行われているそ

うですが、これは３・３・２黒磯那須北線との関
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係だと思いますので、そうすると、３・３・５黒

磯本通りから３・４・３水源通りにつきましては、

現在のところ、特別計画がないと思いますので、

特に３・５・１中央通り、３・４・３水源通り、

３・３・５黒磯本通り、これらにつきましては、

計画道路になっている部分がかなり現在の道路の

拡幅だけにとどまらず、住宅地、この中を通るよ

うな形をとっております。 

  これらにつきましても、そこの中に住んでいる

住民からすれば、今後、住宅地、住宅等の増改築、

こういうものもある程度規制を受けてしまいます

ので、そういう点からすると、計画決定の見直し

というものも考えていくべきではないかと思いま

すが、いかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 計画決定していること

から、住宅を建築するとかそういったときにおき

ましては、53条といいますけれども、届け出を出

していただいている。そのような状況もございま

すので、計画は計画として一応進めていきたいと

思っておりますけれども、なかなかすぐに一長一

短に変更するということは難しいかなというふう

には思っています。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） 53条の届け出を出せば当

然建築することは可能かと思いますが、ただ、そ

の場合に、事業実施に当たっては反対することな

く事業に賛成をするというような文言が趣旨的に

は入っているかと思いますので、そうしますと、

なかなか増改築する方につきましては、いつされ

るのかわからないものに対して届け出を出すとい

うのも若干抵抗があるんじゃないかと思いますが、

その辺についてはいかがでしょうか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） 前はそういった住宅を

建てるときに、そういったものにつきましては、

整備をするときは了解しますよというようなこと

でございましたが、最近のことから言いますと、

そういった事項が入っていませんので、そういっ

たことも含めますと、なかなか見直してまた幅員

を減少、変更したり、路線を変更するとか、そう

いうことになりますと、若干難しいというふうに

思っています。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） 続きまして、①の３・

３・５黒磯本通り、②の３・６・３東那須野駅前

通り、これらにつきましては、部長のほうからあ

りましたとおり、３・６・３東那須野駅前通りに

つきましては、東那須野停車場線の歩道整備関係

で２回計画を地元に行っているけれども、理解が

得られなかったと。また、①の３・３・５黒磯本

通り、これにつきましても、平成12年の地元説明

会で了解が得られなかったということで中断して

いるということでございますが、これらにつきま

しても、やはり計画道路、計画決定されておりま

す関係で、どうしても駅前の商店街というものは

奥行きのない土地に商店を建てているのが大部分

かと思います。 

  そこで、計画決定されている道路に基づきまし

て、市のほうでの整備が入るという形をとります

と、当然そこでやっています商店街の方々にとり

ましては、セットバックしなければならないとい

うような部分も出てくるので、なかなか駅前開発

についてはできない状況にあるのではないかと思

いますが、そういった意味も含めまして、計画道

路の見直しという部分についてはいかがお考えで

しょうか。 

○議長（植木弘行君） 建設部長。 

○建設部長（向井 明君） まず初めに、３・６・

３の東那須野駅前通りでございますが、これにつ
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きましては、幅員が11から14ｍということで計画

されています。この東那須野駅前通りにつきまし

ては、現在幅員はございます。ただ、そこに歩道

の整備とか、そういったものにおきまして、歩道

整備されますと何といいますか、車の出入りとい

いますか、とめるとかそういったものがちょっと

不便になるのでということで理解が得られなかっ

たということでございます。 

  ですから、３・６・３につきましては幅員があ

りますので、これにつきましては、もし地元の理

解が得られれば、整備がすぐにでもできるという

ことでございまして、県道との、県の関係でござ

いますので、すぐできるということは申し上げら

れませんが、そういった可能性はあるということ

でございます。 

  それから、３・３・５につきましては、この前、

平山英議員への答弁でにもお答えしましたとおり、

地元の皆さんがそういったことでご理解が得られ

るようになれば、それにつきましても、やはり県

のほうと市のほうでバックアップいたしまして、

整備につきまして今後検討させていただくという

ことでございます。 

○議長（植木弘行君） 18番、君島一郎君。 

○１８番（君島一郎君） 今回、都市計画道路40数

本のうち、５本だけを話題に出させていただきま

した。 

  どうしても事業実施がある程度見込めるもので

あれば、地権者、あるいは地元住民のほうも納得

はいくんではないかと思いますが、計画さえない

計画、実施計画がないような形で規制だけがされ

ている計画道路というものは結構あるかと思いま

すので、こういう部分につきましては、今後は十

分内容を検討されまして、変更すべきものは変更

するような形でのご検討をお願い申し上げまして、

私の一般質問を終わりにいたします。 

  大変ありがとうございました。 

○議長（植木弘行君） 以上で、18番、君島一郎君

の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の報告 

○議長（植木弘行君） 以上で、本日の議事日程は

全部終了いたしました。 

  本日はこれをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ３時５４分 
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